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Ⅰ 令和５年度施策

第１ 基本方針

医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器及び再生医療等製品（以下「医薬品等」と

いう ）は、医療や日常生活に必要不可欠なものであるとともに、人の生命や健康に大。

きく影響する製品であるため 「医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保、

等に関する法律 （以下「医薬品医療機器等法」という ）に基づき適切に品質管理及」 。

び安全管理等がなされるよう、関係業者の許認可及び監視指導を行うとともに、医薬

品等の適正使用を推進するため、各種事業を展開してまいります。

さらに、将来の血液事業において重要な役割を担う若年層に対する献血思想の普及

啓発等により医療に欠かせない血液製剤の安定供給を図るとともに、覚醒剤や若年層

へのまん延が懸念される大麻などの乱用を防止するため、薬物乱用を許さない環境づ

くりを推進するなど、県民の安全・安心の確保に努めてまいります。

加えて、近年の新型コロナウイルス感染症の流行により、県民の健康問題に寄せる

関心が大きくなっており、ＰＣＲ検査や変異株に対するゲノム解析等、検査手法的に

難易度が高くさらに検査結果についても高精度であることが求められる状況下におい

て、福島県衛生研究所に対する期待が高まっていることから、より一層の検査・研究

体制強化を図ってまいります。

(1) 医薬品等の品質・有効性・安全性の確保

医薬品医療機器等法に基づき、医薬品等の製造販売業者に対しては品質管理及び製

造販売後安全管理の基準等に適合する体制の構築・維持を指導するとともに、医薬品

等の製造業者に対してはＧＭＰ（製造管理及び品質管理の基準）等に適合する体制の

構築・維持を指導してまいります。また、本県（薬務課）は、ＧＭＰ調査の国際協調

の枠組みであるＰＩＣ／Ｓ（医薬品査察協定・医薬品査察協同スキーム）に加盟する

調査当局として、調査員の認定制度や調査品質管理監督システムを運用し、国際標準

のＧＭＰ調査体制の維持に努めます。

加えて、医薬品等の苦情相談窓口の設置や登録販売者試験の実施を通じて医薬品等

の適正使用の推進を図ります。

また、第三期福島県医療費適正化計画に基づき、医療関係者等で構成する協議会に

おいて、後発医薬品の安心使用のための取組を実施します。

次に、福島県災害時医薬品等備蓄供給事業に基づき、県民が必要とする医薬品等を

迅速に医療機関、避難所等へ供給するために、今後も継続して県内６方部において医

薬品等の備蓄供給体制の整備を図ります。

その他、広く県民に対して、医薬品等の適正使用を推進するため、医薬品等の正し

い知識の啓発に努めるとともに、薬事衛生思想の普及向上を図ります。
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(2) 「患者のための薬局ビジョン」の実現に向けた取組

、 。医薬分業の進展等により 薬剤師及び薬局を取り巻く環境は大きく変化しています

このような中、医薬分業の原点に立ち返り、すべての薬局をかかりつけ薬剤師がその

役割を発揮できる薬局に再編するため、厚生労働省は平成２７年１０月に「患者のた

めの薬局ビジョン」を策定・公表しました。

本ビジョンでは、患者本位の医薬分業の実現に向けて、①服用情報の一元的・継続

的把握とそれに基づく薬学的管理・指導、②夜間・休日・在宅対応、③医療機関等と

の連携など、かかりつけ薬剤師・薬局の今後の姿を明らかにするとともに、中長期的

視野に立った、かかりつけ薬局の再編の道筋が示されています。

本ビジョンを具現化する制度として、平成２８年からは健康サポート薬局（かかり

つけ薬剤師・薬局の基本的機能を備えた上で、積極的に地域住民の健康の維持・増進

を支援する薬局）の公表制度が開始されるとともに、令和３年８月からは地域連携薬

局（入退院時の医療機関等との情報連携や、在宅医療等に地域の薬局と連携しながら

一元的・継続的に対応できる薬局）及び専門医療機関連携薬局（がん等の専門的な薬

学管理に関係機関と連携して対応できる薬局）の認定制度が開始されました。

健康サポート薬局、地域連携薬局及び専門医療機関連携薬局の増加を図るため、福

島県薬剤師会と連携して「在宅医療エキスパート薬剤師人材育成事業 「無菌調剤室」、

整備支援事業」及び「認知症対応薬局推進事業」を実施し、患者から真に評価される

医薬分業の実現を目指します。

(3) 避難地域における薬局再開・薬剤師確保支援

地元薬局の再開や新たな薬局の進出が見込めない避難指示解除区域等において、調

剤に加え、他職種と連携した地域包括ケアや住民の健康管理を実施できる薬局の開設

を支援するとともに、薬局等薬剤師の研修に要する経費を支援することにより、薬剤

師の地域定着を図ります。

4 医薬品等の生産振興（医療機器等の開発における産学官の連携を含む）( )

、 、 、 、本県は 東北で最多の医薬品 医療機器の製造所を有しており 全国有数の医薬品

医療機器等の生産県です。高度な製造管理及び品質管理体制を維持し、安定的に製品

を生産するためには、医薬品製造管理者や医療機器責任技術者等の人材育成が重要と

なることから、県内の製造業者等を対象とした薬事講習会を開催するとともに、商工

労働部と連携を図りながら医療関連産業の健全な発展を支援します。

(5) 薬物乱用防止対策の推進

覚醒剤等の薬物乱用は、個人及び社会に及ぼす弊害が極めて大きく、中でも覚醒剤

については、依然としてその乱用が後を絶たない状況であります。加えて、若年層を

中心に大麻の乱用が急速に浸透するなど、憂慮すべき実態にあります。

このため 国連総会決議に基づく 6.26国際麻薬乱用撲滅デー の周知と併せて ダ、 「 」 「
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メ。ゼッタイ 」普及運動を推進し、青少年の健全育成と薬物乱用防止に関する理解と。

認識を高めるとともに、覚醒剤等薬物乱用に対する指導、取締りを強化するなど、薬

物乱用を拒絶する地域社会の環境づくりに努めます。

さらに、危険ドラッグは、平成２６年には若者を中心に乱用の広がりを見せました

が、規制の強化が図られた結果、街頭店舗が全て閉鎖となるなど、その対策には一定

の効果が挙がっております。しかし、インターネットを利用して販売されている状況

や、危険ドラッグがより強い作用を有する覚醒剤等に手を染める契機となるゲートウ

ェイドラッグとなりえることから、引き続き警戒が必要となっています。

このような現状をふまえ、若年層への啓発活動として、各学校が開催する薬物乱用

防止教室へ講師を派遣するほか 「地域で育む」薬物乱用防止意識醸成事業を実施し、、

大学生が同世代の若者へ危険ドラッグの撲滅啓発を行うなど、薬物乱用防止を県民に

幅広く訴えます。

(6) 血液対策事業の推進

医学の進歩などにより、血液製剤の使用形態は多岐にわたっており、輸血用血液の

安全性と安定供給の確保が強く求められております。

県内の献血状況をみると、令和４年度は目標を達成することができました。

平成２６年度以降は、献血目標の指標を献血量（献血換算単位数）としており、令

和５年度も、医療機関における需要及び血液製剤の安全性を考慮した４００ｍＬ献血

の推進強化を図ります。

また、近年、若年層の献血離れが顕著であることから、若年層対策として、ジュニ

ア献血ポスターコンクール及び献血出前講座等を実施し、より一層の献血思想の普及

啓発に努めます。

さらに、安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律及び福島県献血推進計画

等に基づき、県民に対する献血思想の普及、献血組織の育成強化、献血登録者の確保

を図るなど、献血事業の推進に努めます。

(7) 温泉の保護及び適正利用の推進

高齢社会を迎え、また、余暇の活用として温泉利用が着目されている中で、公共の

福祉の増進に寄与するため、温泉法及び「福島県温泉保護利用対策要綱」に基づき温

泉の保護及び適正利用を推進します。

また、原子力発電所の事故に伴い代替クリーンエネルギーとして地熱発電が注目さ

れており、本県では地熱ポテンシャルが有望視されていることから、国を挙げて地熱

開発を推進する動きがあります。

このような中、無秩序な地熱開発に反対の立場を示す動きもあることから、環境省

及び関係各課等と連携を取りながら的確な対応を図っていきます。

(8) 試験検査及び調査研究体制の充実
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新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、新型インフルエンザなどの新興感染症の

発生や食品への残留農薬基準超過、健康食品への医薬品成分等の混入及び原子力発電

所の事故に伴う飲料水や加工食品等の放射性物質汚染など、健康危機に関わる問題が

浮き彫りとなっています。

衛生研究所に、ゲノム解析機器をはじめ高度な検査機器を配備し、定期的に機器を

更新するとともに、検査担当職員の技術向上を図り、より迅速かつ信頼性の高い検査

データの提供や県民ニーズを的確に捉えた調査研究を実施します。

また、県内の試験検査機関を対象として精度管理事業を行うとともに、登録衛生検

査所については、精度の高い検査データを医療機関に提供できるよう、外部精度管理

事業を含めた指導監視を行います。

第２ 令和５年度事業計画

(1) 医薬品等の品質・安全性・有効性の確保

① 医薬品等の指導取締り

ア 目 的

医薬品医療機器等法、薬剤師法に基づく規制事務及び指導取締り等を行い、県

民の保健衛生上の危害を未然に防止するため、次の諸施策を実施します。

イ 事業内容

○ 薬事衛生思想の普及対策

薬と健康の週間（１０月１７～２３日）

○ 医薬品安全対策事業

医薬品等苦情相談窓口の設置（県消費生活センター内）

毎週水曜日

○ 薬事監視指導

保健福祉事務所等薬務担当課長等会議の開催（４月）

医薬品・医療機器等一斉監視指導の実施（７月～１２月）

○ 特別薬事監視班の設置

医薬品等製造販売・製造業者に対する薬事監視を強化するため、特別薬事監

視班を設置し、不良医薬品等の一掃を図ります。

また、適正な医薬分業を推進するため、薬局に対しても特別薬事監視班を設

置し、医薬品の有効性、安全性の確保、適正使用の徹底を図ります。

○ 薬事監視員研修

薬事監視員の資質の向上を図るため、研修会を開催します。

年１回 対象 薬事監視員等

○ 医薬品検定検査事務

国の委託を受け、医薬品等製造業者のＧＭＰ／ＱＭＳ査察を実施するととも

に、無承認無許可医薬品等の買上検査を実施します。
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○ 北海道・東北ブロック合同模擬査察研修

年３回（１０月、１１月、１２月）

対象 薬事監視員

○ 販売業者の自主管理

医薬品医療機器等法の遵守状況を営業者自ら確認するため、県要綱に基づき

実施します。

年２回 対象 薬局、医薬品販売業者、高度管理医療機器等販売業者等

② 医薬品等の許認可

ア 目 的

医薬品医療機器等法に基づく医薬品等製造販売業等の許認可、ＧＭＰ適合性調

査、薬局・医薬品販売業の許可及び毒物劇物販売業等の登録に関する事務、さら

には関係業者の質的向上を目的とした研修会を開催することにより、医薬品等の

品質、安全性及び安定供給体制を確保します。

イ 事業内容

○ 医薬品製造販売承認等事務及び薬局・医薬品販売業等許可等事務

２，０００千円

○ ＧＭＰ適合性調査 ７６６千円

医薬品・医薬部外品製造販売承認（一変）申請に係る適合性調査

医薬品・医薬部外品に係る定期適合性調査

輸出用医薬品・医薬部外品製造に係る適合性調査

○ 医薬品・医療機器等製造業者等講習会（７月） １１２千円

○ 配置従事者初任者講習会 年１回（１２月）

○ 登録販売者試験の実施 郡山市 年１回（８月） ７，４２５千円

③ 薬事審議会の開催

ア 目 的

医薬品医療機器等法第３条の規定による薬事審議会を開催し、薬事に関する重

要事項につき委員の意見を徴して適切な行政の運用推進を図ります。

イ 事業内容

○ 薬事審議会の開催 年１回開催 ２０１千円

④ 毒物劇物の取締り

ア 目 的

毒物及び劇物取締法に基づき、毒物劇物製造業者及び販売業者等に対し指導取

締り等を行うとともに、毒物劇物による危害防止を図るため農薬危害防止講習会

を開催します。

イ 事業内容

○ 農薬危害防止運動（６月１０日～９月１０日）

○ 農薬危害防止講習会（７月）

○ 毒物劇物取扱者試験実施（９月、郡山市）

- 5 -



○ 毒物劇物業務上取扱者の指導

○ 運送業者及び運搬車輌取締り 県内全域

⑤ 薬事経済調査事業

ア 目 的

後発医薬品安心使用促進事業、医薬品等価格調査等、国からの委託事業を実施

します。

イ 事業内容

○ 医薬品等価格調査 １９６千円

○ 後発医薬品安心使用促進事業 ５６８千円

医療関係者等からなる協議会を開催し、後発医薬品の安心使用促進のための

計画を策定するとともに、啓発等を行います。

⑥ 災害時医薬品等備蓄供給事業

ア 目 的

非常災害の発生時に県民が必要とする医薬品は、初動期（発生から１～３日）

、 、 、において確保が困難となることから 市町村 医療機関等から要請があった場合

迅速な供給を可能とするため、県内６方部に分散した医薬品等の備蓄供給体制の

整備を図ります。

イ 事業内容 ９０４千円

○ 福島県医薬品卸組合及び福島県医療機器販売業協会と委託契約

(2) 健康サポート薬局の推進

① 多職種連携による薬局・薬剤師の在宅医療サービス推進事業

（おためし訪問事業） ６，６５０千円

ア 目 的

他職種が行う在宅訪問に薬剤師が同行し、薬局薬剤師と在宅医療に関わる多職

種との連携を強化して、在宅医療における薬剤師の有用性を実感してもらうとと

もに、医療職種や地域住民に対して薬剤師による在宅訪問業務のＰＲを実施し、

業務の普及を図る。

また、在宅訪問に関わる薬剤師の研修を実施するとともに、在宅経験の浅い薬

剤師に経験豊富な薬剤師が同行し指導を行うことにより、在宅医療に対応できる

薬剤師の育成につなげる。

さらに、薬局窓口において残薬の確認及び整理を行うことにより、自宅等にお

ける残薬の確認及び在宅医療の推進につなげる。

イ 事業内容（委託事業）

○ 研修、他職種が行う在宅訪問に同行

○ 啓発資材の作成・配布

② 認知症対応薬局推進事業 ４，２７２千円

ア 目 的
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高齢者が受診した際や受診後等に接する薬局・薬剤師に対し、認知症の方本人

とその家族を支えるために必要な基本知識や、医療と介護の連携の重要性等を習

、 、得するための研修を実施することにより 認知症の疑いのある方に早期に気づき

かかりつけ医等と連携して対応するとともに、その後も認知症の方の状況に応じ

、 。た薬学的管理を適正に行うことにより 認知症の方への支援体制構築を図ります

イ 事業内容

○ 薬剤師認知症対応力向上研修会 ８８０千円（委託事業）

○ 認知症対応薬局研修会 ５００千円（委託事業）

○ 認知症対応薬局フォローアップ事業 ３８０千円（委託事業）

○ 認知症対応薬局の普及啓発 ２，５１２千円（委託事業）

③ 在宅医療エキスパート薬剤師人材育成事業

ア 目 的

県内の薬局等に勤務する薬剤師を対象に、在宅医療の現場で必要とされる医療

機器・医療材料に関する講義、フィジカルアセスメント演習を含めた在宅医療エ

キスパート薬剤師人材育成セミナーを開催し、在宅医療に積極的に介入できる優

れた医療人材の育成を図ります。

また、今後需要の増加が見込まれる無菌調剤に対応できる薬剤師を育成するた

め、県薬剤師会等が開催する症例検討会や知識・技能の向上を目的とした研修会

に対し支援を行います。

イ 事業内容

○ 在宅医療エキスパート薬剤師人材育成セミナー（年３回） １，５８７千円

， （ ）○ 在宅医療エキスパート薬剤師人材育成強化事業 ２ ０００千円 補助金

(3) 避難地域における薬局再開・薬剤師確保支援

ア 目 的

避難指示解除区域（楢葉町、富岡町、浪江町、飯舘村）において、産学官組織

で構成する薬局開設協議会を設置し、薬局に必要な機能を検討するなど早期の新

規薬局の開設を支援します。また、避難地域において調剤業務に携わる管理薬剤

師のモチベーション向上と定着を図るため、研修旅費等の補助を行う。

イ 事業内容

○ 避難地域薬局開設支援事業 各町村別 年間２回程度開催 ２，３８８千円

○ 薬剤師の地域包括ケアスキル習得支援事業 ２，１００千円

薬局等１件あたり最大３００千円

(4) 薬物乱用防止対策の推進

① 薬物乱用防止

ア 目 的

覚醒剤・大麻・危険ドラッグ等の薬物乱用対策として、県下に５２０名を超え
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る薬物乱用防止指導員を配置し地域住民に対しきめ細やかな啓発活動を展開する

とともに、保健福祉事務所及び精神保健福祉センターの「薬物相談窓口」を活用

するなど、総合的かつ効果的な防止対策を推進します。

また、大学生等のボランティアを「ヤング健康推進員」に任命し、同世代へ情

報を発信してもらうことに加えて、指導員と交流しながら知識習得や啓発イベン

トの企画を行ってもらうなど、地域に根ざした薬物乱用防止啓発活動を強力に推

進します。

イ 事業内容

○ 福島県薬物乱用対策推進本部会議の開催

○ 薬物乱用防止指導員連合協議会の開催

○ 「ダメ。ゼッタイ 」普及運動の実施（６月２０日～７月１９日）。

○ 薬物乱用防止指導員等研修会の開催

○ 薬物乱用防止教室の支援（講師派遣等）

○ 指導員啓発資料の作成配布（パンフレット等）

○ 「薬物相談窓口」の設置 ９保健所(中核市含む)

○ 薬物関連問題相談事業（精神保健福祉センター） ７１７千円

○ 「地域で育む」薬物乱用防止意識醸成事業 ７８０千円

② 麻薬取扱者等に対する指導取締り

ア 目 的

麻薬関連法令に基づく取締りの充実強化を図り、乱用による弊害の未然防止に

努めます。

イ 事業内容

○ 麻薬、覚醒剤等取扱者に対する指導取締りの実施

○ 麻薬向精神薬原料取扱業者に対する指導取締りの実施

○ 不正大麻・けし撲滅運動の実施（５月１５日～７月３１日）

○ 麻薬・覚醒剤・大麻乱用防止運動の実施（１０月１日～１１月３０日）

○ 司法警察業務実務研修

(5) 血液対策事業の推進

① 献血推進対策

ア 目 的

平成２８年度より、東北六県で必要とする血液（原料血漿を含む ）を各県で按。
しよう

分して確保することとなりました。

「令和５年度福島県献血推進計画」に基づき、献血目標量を３１，６７１Ｌ

（２００ｍＬ献血２９４Ｌ、４００ｍＬ献血１９，９５４Ｌ、血漿成分献血６，１７７Ｌ、

血小板成分献血５，２４７Ｌ）としたことから、この目標量を確保するため、献血

推進キャンペーン等の実施、若年層の献血への理解を深めるための普及啓発、複数

回献血の推進を図ります。
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特に、若年層の献血離れが顕著であることから、ジュニア献血ポスターコンク

ールや献血出前講座等を実施するなど、若年層に対する献血思想の普及・啓発を図

ります。

イ 事業内容

○ 福島県献血推進協議会の開催

◯ 地域献血の推進

○ 複数回献血者の推進

各保健福祉事務所管内の献血協力事業所を訪問し、事業所献血の活性化と複

数回献血の推進を図ります。

○ ジュニア献血ポスターコンクールの実施 ４７７千円

○ 献血出前講座・献血セミナーの開催

○ 市町村献血担当課長会議の開催

○ 愛の血液助け合い運動の実施

○ はたちの献血キャンペーンの実施

○ 各種表彰等の実施

② 血液製剤使用適正化普及事業 ３７９千円

ア 目 的

血液製剤の使用状況等を把握して問題点を整理し、血液製剤適正使用の方策に

ついて検討を行うことにより、県内における適正かつ安全な輸血療法の向上を図

ります。

イ 事業内容

○ 福島県血液製剤使用に係わる懇談会の開催 年２回

○ 合同輸血療法委員会 年１回以上

○ 講習会の開催

○ 輸血に関するアンケート調査の実施

(6) 温泉の保護及び適正利用の推進

温泉源の保護・適正利用対策 ８５７千円

ア 目 的

自然環境保全審議会温泉部会の開催、温泉掘削等許可申請に基づく現地調査指

導、温泉源定期測定調査等を通じ、温泉源の保護と利用の適正化を推進するとと

もに、可燃性天然ガスに係る安全対策指導等を実施します。

イ 事業内容

○ 自然環境保全審議会温泉部会の開催（年３回）

○ 温泉掘削、増掘、動力装置及び温泉利用許可等に関する調査、指導

○ 温泉源定期測定調査の実施

○ 地熱発電に伴う温泉掘削に係る各機関との調整
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(7) 試験検査及び調査研究体制の充実

① 衛生検査所の精度管理指導対策 ３３２千円

ア 目 的

衛生検査所における検査業務が適正に行われるよう、模擬検体による精度管理

を行うとともに、外部委員による監視指導等を行います。

イ 事業内容

〇 衛生検査精度管理委員会の開催（７月、２月）

○ 外部精度管理調査の実施（１０月）

○ 立入検査の実施（１月）

② 試験検査機関の精度管理事業 １，７３８千円

ア 目 的

県内の公的分析機関、民間検査機関を対象とした精度管理事業を実施し、試験

検査結果の信頼性の確保及び精度の向上を図ります。

イ 事業内容

○ 試験検査精度管理委員会の開催（６月、１月）

○ 試験検査精度管理調査の実施（７月）

○ 試験検査精度管理結果の部門別検討会の開催（１２月）

○ 試験検査技術発表会の開催（２月）

※ 主な事業のみ予算額を記入
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第３　予算の概要 単位：千円

 令和5年度  令和4年度  前年度対比

 当初予算額 当初予算額増減（％）

手 25,707
財 0
諸 13
手 0
財 0
諸 0
手 440
財 0
諸 0
手 1,597
財 0
諸 0
手 7,425
財 0
諸

手 0
財 0
諸

手 2,978
財 0
諸 13
手 6,408
財 0
諸 0
手 6,859
財 0
諸 0
手 921

ジュニア献血ポスターコンクール事業 財 0
血液製剤使用適正化普及事業 諸 0
経常３（献血推進事務経費）

手 5,419
薬物乱用防止指導員運営事業 財 0
覚せい剤・シンナ－・ボンド乱用防止事業 諸 0
薬物関連問題相談事業

経常３（麻薬等取締事業）

「地域で育む」薬物乱用防止意識醸成事業

手 0
財 0

諸 4,272

手 0

財 0
諸 4,488
手 0

避難地域薬局運営補助事業 財 0
諸 182,650
手 915
債 0
財 0
諸 4,414

薬務課 手 590
　試験検査精度管理事業 財 0
　衛生検査所精度管理指導対策 諸 1,480
衛生研究所 手 325
　健康危機管理体制整備等事業 債 0
　一般依頼検査事業 財 0
　調査研究事業 諸 2,934
　衛生研究所一般事務費（経常行政経費）

　行政検査機器の更新等事業

　経常１（衛生研究所運営事務費）

　経常２（衛生研究所運営事務費等）

手 592
可燃性ガス温泉対策事業 財 0
経常１（北海道・東北ブロック温泉主管課長会
議）

諸 0

経常３（温泉保護指導事業）

手 33,554
債 0
財 0
諸 195,837

※ 経常１－健康衛生事務経費（運営経費） ※手：手数料　債：県債　財：財産収入　諸：諸収入・負担金・繰入金
経常２－健康衛生事務経費（施設管理経費）

経常３－薬務総務事務経費（経常行政経費）

合　　　計 322,071 296,448 8.6% 24,078 68,602

温泉の適正利用の推進

944 950 -0.6% 0 352

2,070 1,725 20.0% 0 0

91,547 116,300 -21.3% 21,814 66,474

新たな試験検査体制の整備及び精度管理の充実 93,617 118,025 -20.7% 21,814 66,474

避難地域薬局再開・薬剤師確保支援事業 4,488 4,488 0.0% 0 0

健康サポート薬局推進事業 4,272 4,272 0.0% 0 0

薬物乱用防止

5,959 6,049 -1.5% 0 540

血液の確保対策の推進

1,225 1,223 0.2% 0 304

経常３（薬事審議会の開催、薬務許認可指導事業
等） 8,387 11,781 -28.8% 1,500 28

経常２（薬務関係許認可台帳管理システム、ＦＤ
申請・審査システム等） 6,408 5,873 9.1% 0 0

経常１（各種会議・協議会負担金、臨時職員経
費） 2,991 1,242 140.8% 0 0

災害時医薬品等備蓄供給事業 904 904 0.0% 0 904

登録販売者試験事業 7,425 15,217 -51.2% 0 0

440 0.0% 0 0

医薬品等製造承認事務 1,597 1,326 20.4% 0 0

932

薬事経済調査事業 764 758 0.8% 764 0

医薬品安全対策事業 440

事　業　名　等
令和5年度当初予算財源内訳

 国庫支出金 特定財源  一般財源

医薬品の有効性・安全性の確保 28,916 37,541 -23.0% 2,264

避難地域等医療復興事業

182,650 123,900 47.4% 0 0
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Ⅱ 令和４年度薬務行政概要

第１ 薬 事

（概 況）

医療に欠かすことのできない医薬品・医療機器等の品質・有効性・安全性の確保を重

点施策として、医薬品等に係る許可・承認事務、登録販売者試験の実施、薬事監視等の

強化、医薬品の安全使用に係る知識の普及啓発、医薬分業の適正推進等、種々の事業を

行いました。また、本県は多くの医薬品・医療機器等の製造業を有していることから、

県の基幹産業としてさらなる医療関連産業の集積を図るため 「うつくしま次世代医療、

産業集積プロジェクト」を、平成１８年度から商工労働部と連携して推進しています。

まず、医薬品等の製造関係では、県内の製造業施設数は医薬品が３９、体外診断用医

薬品が１、医薬部外品が１６、化粧品が２７、医療機器が７８の計１６１施設となって

（ ）。 、 、 、おります 前年度比増減無 製造販売業者数は 医薬品が４ 体外診断用医薬品が２

医薬部外品が１、化粧品が５、医療機器が２７の計３９施設となっております（前年度

比４施設減 。）

医薬品等製造販売業及び製造業に係る許可・承認事務の進行管理及び審査の効率化・

迅速化に関しては、本課に厚生労働省と直結した医薬品・医療機器申請・審査システム

を整備し、医薬品等販売業関係（麻薬免許を含む ）では、本課と保健所を専用回線で。

結んだ薬務関係許認可台帳管理システムを導入しています。

また、高度な製造管理及び品質管理が要求される医薬品・医療機器分野におけるＧＭ

Ｐ／ＱＭＳ調査関連業務を適正かつ円滑に実施するため、平成１９年３月に「福島県Ｇ

ＭＰ／ＱＭＳ調査品質管理監督システム基準書」を制定し、調査員の認定制度を導入す

るなど、ＰＩＣ／Ｓ加盟国に相応しい世界標準のＧＭＰ／ＱＭＳ調査体制を構築してい

ます。

さらに、一般用医薬品の販売等に従事しようとする者の資質確認を目的とした登録販

売者試験を、北海道・東北地区統一試験として実施しております。令和４年度は、受験

者が１，３４３名、合格者が５６４名となっています。

薬事監視体制については、保健所において監視指導を計画的に実施しているほか、適

切な指導を行うため、県主催の薬事監視員研修会及び国や業界団体が開催する各種研修

会を活用することにより、薬事監視員の資質向上を図っています。

次に、近年、高齢社会の到来や生活習慣病などを中心とした疾病構造の変化に伴い、

健康への関心が一段と高まる中にあって、いわゆる健康食品や健康機器等に関する消費

者の苦情相談も増加傾向がみられることから、広告に対する監視指導により無承認無許

可医薬品等の発見に努め、また、これらに対する正しい知識の啓発を図っています。
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医薬分業の適正推進については、県薬剤師会と連携を図りながら 「かかりつけ薬剤、

師・薬局」の推進に努めました。また、県内には平成１７年４月からは奥羽大学に薬学

部が、平成１９年４月からは医療創生大学(旧 いわき明星大)にも薬学部が開講されて

いることから、薬学生実務研修を視野に入れながら薬剤師の資質向上を図り、高度な医

療提供の実現に向け適切な医薬分業を推進しています。
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１　薬事関係営業者数（保健所別）

製造
販売
業

製造
業

甲種 乙種 農協 ガス 歯科 空港 小計

90 5 0 2 7 6 6 49 40 0 0 0 0 0 0 0 2 31 5 30 1 0 0 7 0 1 0 1 6 14 20 789

72 1 0 0 8 4 4 45 73 0 0 0 0 0 0 0 3 28 19 78 1 1 0 7 0 4 1 8 12 30 56 875

52 0 0 0 5 2 2 38 4 0 0 0 0 0 0 0 0 4 1 7 0 0 0 1 0 6 0 5 4 10 2 458

117 5 0 1 3 9 9 66 23 0 0 0 0 0 0 0 3 17 12 31 0 0 0 5 0 0 2 2 1 7 12 991

7 0 0 0 0 1 1 3 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 1 71

57 0 0 1 4 1 1 38 10 0 0 0 0 0 0 0 0 1 2 5 0 0 0 0 0 1 0 2 0 3 1 534

172 19 0 - - 13 13 52 - 0 0 1 0 0 0 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1,100

146 9 1 - - 5 5 76 - 1 0 0 0 0 0 1 - - - - - - - - - - - - - - - 1,361

187 15 0 - - 39 39 75 37 0 0 0 0 0 0 0 - - - - - - - - - - - - - - - 1,239

- - - 0 12 - - - - - - - - - - - 32 21 49 15 0 0 0 6 1 4 2 9 3 12 16 182

900 54 1 4 39 80 80 442 188 1 0 1 0 0 0 2 40 102 88 167 2 1 0 26 1 16 5 27 27 78 108 7,600

販売
業

配置
販売
業

製造
業

卸売
販売
業

地域
連携
薬局

専門
医療
機関
連携
薬局
（が
ん）

配置
従事
者

医　　　　　　薬　　　　　　品

店舗
販売
業

828290

619

259

製造
業

325

74

56

346

47

228 619

1,167 3,955

- -

会　　津

南会津

県　　中

医薬部外品

製造
業

製造
販売
業

特　例　販　売　業 薬局製剤

既存
配置
販売
業

既存
配置
従事
者

   業態別

保健所別

医　療　機　器

合　計製造
販売
業

修理
業

体外診断
用医薬品

製造
販売
業

再生医療
等製品

製造
販売
業 販売業・貸与

業

（令和５年３月３１日現在）

537129

販売業・貸与業

製造
業

製造
販売
業

製造
業

県　　南

高度管理医療
機器等

管理医療機器

製造
販売
業

91 375県　　北

薬局

化粧品

合　　計

相　　双

いわき市

薬務課

郡山市

6

82

福島市 211
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２　薬局・医薬品販売業等の許可等事務処理件数

３　登録販売者試験の実施

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

 平成２４年度

平成２５年度

平成２６年度

平成２７年度

○　H27.8.26実施　受験者数612名　 合格者数 351名　合格率57.4％

平成２８年度

○　H28.8.31実施 受験者数879名　 合格者数 397名　合格率45.2％

平成２９年度

○　H29.8.30実施 受験者数1,302名　 合格者数 738名　合格率56.7％

平成３０年度

○　H30.8.29実施 受験者数1,826名　 合格者数 867名　合格率47.5％

令和元年度

○　R元.8.28実施 受験者数2,487名　 合格者数 1,473名　合格率59.2％

令和２年度

○　R2.8.26実施　受験者数692名　　合格者236名　　合格率34.1％

令和３年度

○　R3.8.25実施　受験者数932名　　合格者330名　　合格率35.4％

令和４年度

○　R4.8.31実施　受験者数1,343名　　合格者564名　　合格率42.0％

1

23

22

薬          局

令和４年度　
　　　　　　　　　　件　名

　業　種 新 規 申 請 許可更新申請
許 可 証 等
再 交 付
申 請

許 可 証 等
書 換 え 交 付
申 請

3

23

○　H21.8.26実施　受験者数 588名　合格者数 172名　合格率29.3％

○　H26.8.27実施　受験者数 348名　合格者数 169名　合格率48.6％

○　H25.8.28実施　受験者数 316名　合格者数 180名　合格率57.0％

店　 　　舗

18

高度管理医療機器等
販売業貸与業

1

特       例
医
薬
品
販
売
業

薬  種  商

卸　　　 売

3

3

82

配       置

販売従事登録

小       計

区　　　           　　　　　　　分

1

230 38 18

1

90

53

72

　　医薬品販売制度改革の改正薬事法のうち登録販売者にかかる部分が平成２０年４月から施行さ
れ、北海道・東北地区の統一問題による試験を年１回実施した。

418計

再生医療等
製品販売業

51

0

7

1

0

110

配置従事者
身分証明書

36

21

●　合　計(平成20年度～令和４年度） 　 受験者数(14,602)名　合格者数(6,939)名　合格率(47.5％)

294

1 8

○　H24.8.22実施　受験者数 231名　合格者数 113名　合格率48.9％

○　H24.2.12実施　受験者数 976名　合格者数 314名　合格率32.2％

○　第２回　H21.1.28実施　受験者数  660名　合格者数268名　合格率40.6％

○　第１回　H20.8.20実施　受験者数1,054名　合格者数550名　合格率52.2％

○　H22.8.25実施　受験者数 356名　合格者数 217名　合格率61.0％

地域連携薬局

専門医療機関
連携薬局（がん）

22

1

33

0
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令和４年度

製

造

販

売

業

許

可

許

可

更

新

許

可

証

書

換

え

交

付

許

可

証

再

交

付

（

薬

局
）

製

造

販

売

承

認

変

更

届

製

造

販

売

届

廃

止

届

製

造

業

許

可

適

合

性

調

査

区

分

変

更

許

可

許

可

更

新

許

可

証

書

換

え

交

付

許

可

証

再

交

付

変

更

届

廃

止

届

許

可

申

請

許

可

更

新

区

分

変

更

・

追

加

許

可

許

可

証

書

換

え

交

付

許

可

証

再

交

付

変

更

届

廃

止

届

専　　業 0 0 0 0 - 2 - 1 3 20 0 4 1 0 61 3 95

薬　　局 0 7 0 0 0 2 0 3 0 - - 7 0 0 2 3 24

0 0 0 0 - 0 - 0 0 - - 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 - 0 - 0 1 0 0 1 0 0 18 0 20

0 1 0 0 - 0 23 2 6 - 0 0 0 0 12 3 47

0 5 1 0 - 4 - 1 0 - - 11 0 0 21 5 2 20 7 5 2 37 0 121

0 13 1 0 0 8 23 7 10 20 0 23 1 0 114 14 2 20 7 5 2 37 0 307

単位：百万円

148,147

21,884

170,031

252,122

38,806

290,928

11,843

155,783

201,316

27,680

228,996

55,397

23,726

79,123 190,896

23,976

53,035

令和元年

145,587

4,117

149,704

166,920

＊医薬品及び医療機器の生産金額（薬事工業生産動態統計調査）

61,500

77,567

103,534

119,979

223,513

103,387

53,066

99,248

106,232

169,976

86,476

130,344

計

106,709

143,940

205,480

114,532

4,280

118,812

94,503

　　医療機器の生産金額は、対前年比約１２．４％減少した。

156,422193,767 139,067

医 薬 品

製造金額

輸入金額

計

116,910

４　医薬品等製造販売業・製造業許可等取扱件数

医薬品

医 薬 部 外 品

医　療　機　器

区　　　　　分 平成２６年 平成２８年

　　医薬品の生産金額（輸入を含む）は、対前年比約０．７％減少した。

令和２年 令和３年

５　医薬品等の生産等状況（令和４年集計）

平成３０年

医療機器 63,423

199,647

105,144

193,185

製造金額

輸入金額

平成２７年

化　　粧　　品

計

体外診断用医薬品

製造業

平成２９年

区　　　　　分

修理業

計

製造販売業

254,760

令和４年

165,885

2,948

168,833

202,094

52,666

1,996 1,932

2,235

2,055

1,188

1,497 1,558
1,700 1,688

1,938

1,391

1,700
1,564

791

1,909

2,290

2,909

2,548

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

医薬品

医療機器

福島県の医薬品、医療機器等生産金額年次別推移

（単位：億円）
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６ 薬事監視状況

全県（中核市を含む）の薬事関係営業者数は、７，４５４件であり、立入検査施設数

（業務上取扱施設の立入検査を除く ）は６５２件、８．０％の立入監視率であった。監視。

率は前年度より上昇した。

違反発見施設数は１２６件であり、前年度の１１４件より１２件増加した。

薬事許可業態別違反率（違反発見施設数／立入検査施設数）は、薬局（２７．８％ 、）

店舗販売業（３４．６％ 、卸売販売業（１０．７％）であった。）

違反内容別では、その他に係る違反、販売体制等の不備、管理者に係る違反が多かっ

た。

(1) 医薬品等一斉監視指導

① 実施年月日 令和４年７月１日～令和４年１２月２８日

② 実施対象 医薬品等製造販売業者及び製造業者、薬局及び医薬品販売業者

③ 監視重点事項

(ｱ) 医薬品等製造業者に対するＧＭＰの遵守状況

(ｲ) 医薬品等製造販売業者に対するＧＱＰ／ＧＶＰの遵守状況

(ｳ) 法令遵守体制の整備を行っているか

(ｴ) 偽造医薬品流通防止のために適切な措置を講じているかどうか

(ｵ) 管理者が許可を受けずに他の薬事に関する実務に従事している事実の有無

(ｶ) 薬局機能情報の報告を適切に行い、その情報を薬局においても閲覧に供し

ているか

(ｷ) 濫用等のおそれのある医薬品の販売が適正に行われているか

④ 監視結果

立入検査施設数は製造業者等１９件、薬局等８５件であった。

１３項目の不適があり、主には薬局等（構造設備や医薬品、帳簿、従業員等）の

管理、変更届出等であった。

⑤ 収去検査

事例なし

(2) 医療機器等一斉監視指導

① 実施年月日 令和４年７月１日～令和４年１２月２８日

② 実施対象 医療機器等製造業者及び製造販売業者、医療機器修理業者及び販売

業者等

③ 監視重点事項

(ｱ) 指定品目の製造業者に対するＱＭＳ実施状況

(ｲ) 指定品目の製造販売業者に対するＱＭＳ体制及びＧＶＰ実施状況

④ 監視結果

立入検査施設数は製造業者等３件、修理業者９件、販売業者等１７件であった。

⑤ 収去検査

単回使用医療機器 ２検体（無菌試験）
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違　 反 　発 　見 　件 　数 　（ 年 　度 　中 ） 処   分   件   数  （  年  度  中  ）
無

許

可

・

無

登

録

・

無

届

業

無

承

認

品

不

良

品

不

正

表

示

品

虚

偽

・

誇

大

広

告

等

特

定

疾

病

用

医

薬

品

等

の

広

告

未

承

認

医

薬

品

等

の

広

告

毒

劇

薬

の

譲

渡

等

毒

劇

薬

の

貯

蔵

陳

列

処

方

箋

医

薬

品

の

譲

渡

記

録

等

制

限

品

目

の

販

売

構

造

設

備

の

不

備

販

売

体

制

等

の

不

備

特

定

販

売

に

係

る

違

反

医

薬

品

販

売

業

者

の

管

理

者

に

係

る

違

反

製

造

販

売

後

安

全

管

理

の

不

備

法

令

遵

守

体

制

整

備

の

不

備

品

質

管

理

の

不

備

指

定

薬

物

の

製

造

指

定

薬

物

の

輸

入

指

定

薬

物

の

販

売

・

授

与

等

指

定

薬

物

等

の

広

告

そ

の

他

許

可

取

消

・

登

録

取

消

・

業

務

停

止

改

善

命

令

等

検

査

命

令

等

廃

棄

等

そ

の

他

(1) (2) (3) (4) (5) (6) (7) (8) (9) (10) (11) (12) (13) (14) (15) (16) (17) (18) (19) (20) (21) (22) (23) (24) (25) (26) (27) (28) (29) (30) (31) (32) (33)

(01)
900 133 37 53 1 1 7 12 1 5 39

製 専 大 臣 許 可 分 (02)

造 業 知 事 許 可 分 (03)
39 11

業 (04)
80 10 3 5

第 １ 種 (05)
1

第 ２ 種 (06)
3

薬 局 (07)
80 10 2 1 1

(08)
442 81 28 32 1 13 6 4 32 2

(09)
176 28 3 2 1 3 1

(10)

(11)
2

(12)
128

(13)
198

(14)

(15)
16 5

(16)
1

(17)
24

(18)

(19)
27 7

(20)
5 2

(21)
24

(22)

(23)
77 10

(24)

(25)
107 20

第 １ 種 (26)
6 2

第 ２ 種 (27)
11 2

第 ３ 種 (28)
10 2

高度管理医療機器等 (29)
716 157 21 1 2 39 1

管 理 医 療 機 器 (30)
3,679 27 12 6 4 8 11

一 般 医 療 機 器 (31)

高度管理医療機器等 (32)
1 1

管 理 医 療 機 器 (33)
2

一 般 医 療 機 器 (34)

高度管理医療機器等 (35)
450 93 20 1 33 1

管 理 医 療 機 器 (36)
274

一 般 医 療 機 器 (37)

(38)

(39)
1

(40)
2

(41)

(42)

(43)

(44)
20 3

(45)

小 計 (46) 7,454 652 126 85 7 1 1 1 1 10 25 1 13 9 160 16

(47)

総 計 (48)
7,454 652 126 85 7 1 1 1 1 10 25 1 13 9 160 16

貸

与

業

販

売

業

・

貸

与

業

業 務 上 取 り 扱 う 施 設

※　処分件数（年度中）の「その他」は、始末書や報告書の件数を計上しており、説諭は含まない。

製

品

再

生

医

療

等

製 造 業

製 造 販 売 業

販 売 業

業 務 上 取 り 扱 う 施 設

指定薬物等を取り扱う施設

医

薬

品

体

外

診

断

用

製 造 業

製 造 販 売 業

業 務 上 取 り 扱 う 施 設

化

　

粧

　

品

製 造 業

製 造 販 売 業

販 売 業

業 務 上 取 り 扱 う 施 設

医

　

療

　

機

　

器

製 造 業

修

理

業

大 臣 許 可 分

知 事 許 可 分

販

売

業

製

　

造

販

売

業

業 務 上 取 り 扱 う 施 設

医

薬

部

外

品

製 造 業

製 造 販 売 業

販 売 業

業 務 上 取 り 扱 う 施 設

医

　

　

　

　

薬

　

　

　

　

品

薬 局

薬 局

販

売

業

製

　

造

店 舗 販 売 業

卸 売 販 売 業

薬 種 商 販 売 業

特 例 販 売 業

配

置

販 売 業

従 事 者

許

可

・

登

録

・

届

出

施

設

数

（

年

度

末

現

在

）

立

入

検

査

施

行

施

設

数

（

年

度

中

）

違

反

発

見

施

設

数

（

年

度

中

）

特

定

販

売

実

施

施

設

数

（

年

度

末

現

在

）

告

発

件

数

（

年

度

中

）
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7　医薬品等の苦情相談処理状況

件　　数 35 4 1 5 2 0 0 2 2 51

割合(％) 68.6% 7.8% 2.0% 9.8% 3.9% 0.0% 0.0% 3.9% 3.9% 100%

安全・衛生 21 3 1 1 1 27

効能・効果
(品質機能)

19 4 1 2 26

法 規 21 1 1 23

価 格 7 1 8

表示・広告 1 2 1 4

販 売 方 法 4 1 5

対 応 11 1 1 13

包装・容器 0

買 物 相 談 1 1

生 活 知 識 0

そ の 他 1 1 2

合 計 80 10 2 9 3 0 0 2 3 109

分類・区分

分類・区分

　総処理件数５１件だった。医療用医薬品に関する相談が多く、内容としては医薬品の安全性、
効能・効果、法規に係る相談が多かった。

（１）　苦情件数

（２）　苦情項目件数

医　　療
サービス
（医療用
医薬品）

医薬品
（一般用
医薬品）

合計
医　薬
部外品

健康相談
（管理）

その他

その他

健康食品 化粧品
保　健
衛生品

健康食品 合計

　県消費生活センターに週１回設置している「医薬品等の苦情相談室」における処理状況は、次
のとおりであった。

化粧品
保　健
衛生品

医療機器
健康相談
（管理）

医　　療
サービス
（医療用
医薬品）

医薬品
（一般用
医薬品）

医　薬
部外品

医療機器
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報告事項

３．薬物乱用の現状と取り組みについて

杉　妻　会　館 ２．薬剤師確保に係る現状と課題について

８　薬事審議会の開催状況

　   第７６回の審議会を開催し、次のとおり報告を行った。

内　　　　　容
月 日 ・ 場 所

事　　　　　　　　　　項

令和5年3月20日 １．認定薬局の認定状況について

- 20 -



参加人数

Ｗｅｂ配
信

４０名

Ｗｅｂ配
信

Ｗｅｂ配
信

５名

２０６名

２２５名

「薬事関係法規」他

県内の薬局等に勤務
する薬剤師

４．１１．２５

認知症対応力向上研修会

５．　１．２９

※（一社）福島県薬剤師会に
委託

※（一社）福島県薬剤師会に
委託

５．　１．１５

県内の薬局等に勤務
する薬剤師

配置従事初任者講習会

福島県における健康課題と健
康増進施策、健康サポート薬
局への期待

ＧＭＰ・ＱＭＳ研究会
医薬品等製造販売業
者等

三県合同医薬品等製造販
売業者等講習会

４．１０．２１
「改正ＧＭＰ省令と最近のＧ
ＭＰに関する話題について」

他

ＧＭＰ調査の指摘事例及び医
療機器の回収事例等について

９　薬事関係講習会の開催状況
　   医薬品等製造販売業者・製造業者、薬局、医薬品販売業者等を対象として、関係法令等

　 について十分な理解と認識を深めるため、各種講習会を開催するとともに、関係団体が開

医薬品等製造販売業
者等

４．　８．２８ 福島県薬剤師会会員

内　　　　容名　　　　称 対　　　　象

４．１２．　６

認知症対応薬局研修会

　 催する研修会等へ講師を派遣し、関係法令等の周知を図りました。

開催年月日

福島県薬剤師会会員 薬機法改正等について

配置従事予定者及び
配置従事初任者

薬事研修会 ４．　４．２４

健康サポートのための多
職種連携研修会
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20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4

0 0 0 0 0 0 － － － － － － － － －

0 0 0 0 － － － － － － － － － － －

－ － － － － － － － － － － － － － －

－ － － － － 4 － 4 － － － － － － －

年 次

47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63

H 元
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30

R 元
R ２
R ３
R ４

11,613,232 113,467,390,000 879 875
11,379,320 112,513,350,000 893 886

12,637,376 121,114,960,000 853 873

12,664,712 117,931,660,000

12,761,334 118,982,680,000 845 879

12,909,464 120,722,800,000 863 886

請求金額については、平成14年から日本薬剤師会調べ「保険調剤の動向（速報値）」
の年度報（3月～2月）を参考値として記載

　　年度以降、県は国有ワクチン等を備蓄していない。

12,746,921 126,360,460,000 847 878

13,099,843 114,550,170,000 867

12,121,792 96,251,540,000 831 859
12,243,662 103,149,360,000 862

12,075,183 92,447,620,000 811 836
11,599,015 798 82685,786,980,000
11,421,224 84,701,190,000 771 798
10,857,584 78,281,720,000 741 793

10,317,647 65,391,550,000 686 737
10,391,697 72,316,170,000 703 754

9,327,477 55,611,156,920 629 678
9,756,960 60,886,217,420 660 701

6,469,722 37,356,167,250 543 592
7,971,617 46,514,733,940 583 641

4,360,115 24,758,959,800 409 489
5,109,581 29,016,953,260 475 537

2,738,671 13,719,252,718 293 450
3,756,618 20,127,856,054 376 471

1,636,629 7,041,571,189 174 389
2,054,466 9,226,011,438 199 426

1,457,780 6,045,516,984 161 379

3761,311,165 4,705,295,198 144
376
3761,446,701 5,614,242,876 156

1,187,357
1,238,188 4,311,772,547

140

1,294,650 4,968,057,470 150

385
384

148

3,888,162,983
3,601,710,445

381
372

1,236,618 3,749,842,361
3,991,450,072

72,713

361

165
162

166
394

148,190

1,296,057

3781,048,772
1,250,432

144
1512,855,203,130

393
181

7,930
16,403

74
304

129
114

279,778,949

処方せん枚数 保険薬局数

9,731 30

854,085
560,473

316

取扱薬局数

429,016

　本県における医薬分業の状況を処方せんの取扱状況でみると、昭和４９年以降急速に増加した。平成１９年以降
の処方せんの発行枚数はほぼ横ばいとなっている。

  また、処方せん受取率で見ると、全国平均が７６．６％であるのに対し、本県は８０．０％で全国１１位であっ
た。

１１　医薬分業の状況

832 875

864

205,982,264
18,910,936

１０　国有ワクチン供給状況　
　　　　　　　年度
品目

ガスえそウマ抗毒素

ボツリヌスウマ
抗毒素

ジフテリアウマ
抗毒素

年次別処方せん取扱い状況

　※平成25年度までは、県において「乾燥ガスえそウマ抗毒素」を国から購入し備蓄していたが、需要頻度が
　　低いこと、また、東北地区の国有ワクチン等保管場所が隣県のため随時搬送可能であることから、平成26

乾燥組織培養不活性
化狂犬病ワクチン

12,806,387 118,546,000,000

12,323,901 105,051,020,000 849
12,240,181 108,763,110,000 808

820

1,213,195

107

331994,777,261
330,510

2,280,768,895

3,500,618,800

371

712,185,874

116

請求金額

7,587,563

1,370,611,860

861

835

56
290109,740,520

11,464,493 113,172,810,000 874 868

850 860
867 864

12,086,615 116,306,930,000
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保健福祉
事務所名

処方せん枚数 構成比率

枚 ％

県　　北 3,028,353 26.6% 262 ( 264 ) 260 243

県　　中 3,087,039 27.1% 216 ( 221 ) 215 195

県　　南 575,595 5.1% 52 ( 52 ) 47 45

会　　津 1,466,505 12.9% 114 ( 115 ) 114 107

南 会 津 64,462 0.6% 7 ( 7 ) 7 7

相　　双 727,728 6.4% 55 ( 57 ) 57 51

い わ き市 2,429,638 21.4% 187 ( 187 ) 186 172

計 11,379,320 100.0% 893 ( 903 ) 886 820

（　）内は薬局総数、R4．12．31現在

保 健 所 別 処 方 せ ん 取 扱 い 状 況

保険薬局数
※

在宅薬剤
管理指導

取扱薬局数

※保険薬局数： 保険指定薬局数（東北厚生局福島事務所調べ）
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　　なお、医薬品等の安全性情報については、様々な報告制度を通じて、厚生労働省で情報の　

　収集、評価及び行政措置を一元化して行っており、この内容を厚生労働省、ＰＭＤＡ等からのメール、

　メーカーからの文書等により情報を入手し、関係団体に情報提供しているところである。

　　 ○　医薬品使用上の注意改訂情報

　　 ○　新医薬品情報

　　 ○　厚生労働省医薬品安全性情報

　　 ○　新添付文書

　　 ○　トピックス等

　(１)　情報の提供対象

　　　  医療機関、薬局、行政機関等各関係機関、各関係団体、一般

　(２)　情報提供を行う施設

　  　　一般社団法人福島県薬剤師会薬事情報センター

　(３)　提供する情報の種類

　 　○　緊急安全情報

１２　県内薬剤師の状況

１３　医薬品等安全対策としての情報提供体制
　　　医薬品等の安全確保のため、昭和５３年度から「福島県医薬品情報委員会」を設置し、

　　県内医療機関、薬局等に対し、「福島県医薬品情報」を伝達してきたが、平成１０年度に

　　それを廃止し、一般社団法人福島県薬剤師会に対し医薬品情報をリアルタイムで入手でき

　　るＦＡＸＢＯＸシステムの設備整備補助を行った。

662 
752 

908 

1,229 

1,636 

1,918 

2,028 

2,100 

2,131 

2,217 

2,424 

2,506 

2,804 

2,983 

2,983 
3,054 

3,163 
3,365 

3,461 

3,288 
3,455 

3,582 

3,673

3,792

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

S35S40S45S50S55S59S61S63 H2 H4 H6 H8 H10H12H14H16H18H20H22H24H26H28H30 R2

人数
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所属

薬剤師会

薬剤師会

薬剤師会

病薬

　伝達式を執り行った。

遠藤　一江
薬事衛生功労

１４　薬と健康の週間の事業状況

　　　 行政と薬事７団体で構成する福島県くすりの週間実行委員会の共催で本事業を　
　　 実施しているが、令和４年度は、二本松地区及び郡山地区を重点地区と定め、

　　 ついて啓蒙普及を図った。

功　　労　　名

三好　正人

薬事衛生功労嶺岸　邦昭知 事 表 彰

　大臣表彰式は新型コロナウイルスの感染拡大状況を鑑み中止されたため、県において

令和4年5月18日

令和5年1月25日知事感謝状

　　 ポスターの掲示及びリーフレットを配布し、薬の飲み方や健康サポート薬局等に

嶺岸　邦昭

月　　日

薬事功労大 臣 表 彰 令和4年10月21日

１５　薬事関係表彰

表　彰　区　分 氏名又は団体名
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１６　 災害時医薬品等の備蓄供給体制 

　　　平成７年１月１７日に発生した阪神淡路大震災を教訓として、災害時発生の初動期

　（１～３日）に必要とされる医薬品等を、医薬品については県医薬品卸組合と、また、

　平成２３年度より衛生材料については県医療機器販売業協会と委託契約を行い、県内

　６地区（南会津地区は会津地区に含む。）に備蓄している。 

　　　東日本大震災の際には、震災当日から当該供給体制により各医療機関、救護所、医

　療チーム等に対して医薬品等の供給(3/11～9月末まで計540回)を行った。 

　　　また、福島県薬剤師会と「災害時における医療救護活動についての協定」を締結し

　たことに伴い、発災後、医薬品集積所における仕分け作業、救護所における調剤、医

　療チームに同行しての服薬指導等の医療救護活動（3/18～8月末まで延べ2,788名）を

　行った。 

　　　平成２６年５月２７日には、一般社団法人日本産業・医療ガス協会東北地域本部医

療ガス部門福島県支部と「災害時における医療ガス等の供給に関する協定」を締結し、

災害時の医療ガス等の供給協力体制を構築した。 

（１）災害時医薬品等備蓄フローチャート 

  
   福島県医薬品卸組合 
 福 島 県      委託契約 または 
     福島県医療機器販売業協会
   
     指示      　 在庫報告  
                                        

  
 保健福祉 ＜６医療圏＞  
 

事 務 所
    　在庫報告 　地区卸幹事営業所  

 
(保健所)

 
              
 
 
 地区卸営業所
 
 
  医薬品等備蓄金額　４，０００万円以上 
  備蓄医薬品等　　　医薬品　５３薬効群 
                    衛生材料１６品目

 
（２）災害時医薬品等供給フローチャート 

  
 要　請　者  
 （市町村、医療機関等）  二 
     　　　 一次的供給体制  次 
     供給要請   的 
 供給要請  供 
 保健福祉      ＜６医療圏＞  給 
 事 務 所  地区卸幹事営業所 体 
 （保健所） 制
 
     供給要請 地区卸営業所
        
 
 
（３）災害時医療ガス等供給フローチャート 

  
 要　請　者               供給                                 
 （市町村、医療機関等）   

   
   供給要請   

  
　供給 　供給  

  　要請  要請 JIMGA医療ガス部門   
薬務課 

JIMGA医療ガス部門
 福島県支部    福島県支部 会員事業所
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（４）災害時医薬品備蓄体制 

地　区 卸幹事営業所 　上段：電話番号 卸営業所数 

　下段：ＦＡＸ番号 (卸幹事含む)

  ０２４－５２５－１２３３  

県　北 (株)スズケン福島支店  ５ 

０２４－５３５－８４６７

  ０２４－９５９－６６１４  

県　中 東北アルフレッサ(株) 郡山物流セン  ５ 

ター ０２４－９５９－６１３５

  ０２４８－２３－２８１１  

県　南 (株)バイタルネット白河支店  ３ 

０２４８－２３－２２３１       

  ０２４２－２７－１７７１  

会　津 東邦薬品(株)会津営業所  ５ 

０２４２－２７－０６５４       

  ０２４４－２２－５１４１  

相　双 東北アルフレッサ(株)南相馬支店  ３ 

０２４４－２４－１４８４       

  ０２４６－２１－８８３５  

いわき (株)メディセオいわき支店  ５ 

０２４６－２１－８８７１

合　　　　　　　計 ２６営業所

　 

（５）災害時備蓄医薬品の薬効分類群等 

    ①　内　服　薬（１３剤） 

　　②　注　射　薬（２６剤） 

　　③　輸　　　液（  ５剤） 

　　④　外　用　薬（  ８剤） 

　　⑤　防疫用薬剤（  １剤） 
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（６）災害時衛生材料備蓄体制 

地　区 卸幹事営業所 　上段：電話番号 卸営業所数

　下段：ＦＡＸ番号 (卸幹事含む)

  ０２４－９９１－９０７０  

県　北 エクスターメディカル(株)  ３ 

０２４－９９１－９０６９

    

県　中    

 ０２４－９３３－８９３６ 　　 

(株)エヌジェイアイ  　　３

 ０２４－９３３－８２４３

県　南

  ０２４２－２７－４１３４  

会　津 (株)三陽　会津営業所  ２ 

０２４２－２８－１１３４       

  ０２４６－２３－３１７７  

相　双 (株)日東　福島支社  １ 

０２４６－２３－３１８６       

  ０２４６－２７－７６３１  

いわき (株)三陽　いわき営業所  ３ 

０２４６－２７－３６０７

合　　　　　　　計 １２営業所

 

（７）災害時備蓄衛生材料 

　　①　衛 生 材 料（１６品目） 

 

（８）災害時医療ガス等供給体制（協定） 

地　区 事　業　者 　上段：電話番号 会　員 

　下段：ＦＡＸ番号 事業所数

 
(一社)日本産業・医療ガス協会 東北

 ０２４－９４２－８７３１  

全　県
地域本部医療ガス部門 福島県支部※

  ４７ 

０２４－９５３－３４１１

 ※略称：ＪＩＭＧＡ医療ガス部門福島県支部 
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１．内服薬（１３剤）
No. 薬効分類（薬効分類番号） No. 薬効分類（薬効分類番号）

催眠鎮静剤・抗不安剤（１１２）（Ｔ） 消化性潰瘍用剤（２３２）（Ｔ）
催眠鎮静剤・抗不安剤〔シロップ等〕（１１
２）（mL）

消化性潰瘍用剤（２３２）（包）

解熱・鎮痛・消炎剤（１１４）（Ｔ） 9 整腸剤（２３１）（包）
解熱・鎮痛・消炎剤〔シロップ等〕　（１１
４）（mL）

10 止瀉剤（２３１）（Ｔ）

総合感冒剤（１１８）（包） 抗生物質製剤（６１３）（Ｔ）

総合感冒剤〔小児用〕（１１８）（包）
抗生物質製剤〔シロップ用剤〕
（６１３）（包）

4 不整脈用剤（２１２）（Ｔ） 12 合成抗菌剤（６２４）（Ｔ）
5 血圧降下剤（２１４）（Ｔ）
6 血管拡張剤（２１７）（Ｔ）

気管支拡張剤（２２５）（Ｔ）

気管支拡張剤〔シロップ等〕
（２２５）（mL）

２．注射薬（２６剤）
No. 薬効分類（薬効分類番号） No. 薬効分類（薬効分類番号）
1 催眠鎮静・抗不安剤（１１２） 14 制吐剤（２３９）
2 抗てんかん剤（１１３） 15 副腎ホルモン剤（２４５）

3 解熱・鎮痛・消炎剤（１１４） 16
インスリン〔速効・中間・持続性〕
100単位/mL（２４９）

4 鎮痙剤（１２４） 17 電解質補液　カリウム（３３１）
5 強心剤（２１１） 18 電解質補液　ナトリウム（３３１）
6 不整脈用剤（２１２） 19 電解質補液　カルシウム（３２１）
7 利尿剤（２１３） 20 止血剤（３３２）
8 血圧降下剤（２１４） 21 血液凝固阻止剤（３３３）
9 血管拡張剤（２１７） 22 解毒剤（３９２）〔炭酸水素ナトリウム〕
10 呼吸促進剤（２２１） 23 酵素製剤（３９５）〔ウロキナーゼ製剤〕
11 気管支拡張剤（２２５） 24 抗ヒスタミン剤（４４１）
12 消化性潰瘍用剤（２３２） 25 抗生物質製剤（６１）
13 腸管運動機能亢進剤（２３９） 26 抗破傷風人免疫グロブリン（６３４）

３．輸液（５剤）
No. 薬効分類（薬効分類番号） No. 薬効分類（薬効分類番号）
1 ５％ブドウ糖液（３２３）
2 ５０％ブドウ糖液（３２３） 4 電解質輸液開始液
3 生理食塩水（３３１） 5 電解質輸液維持液

４．外用薬（８剤）
No. 薬効分類（薬効分類番号） No. 薬効分類（薬効分類番号）
1 外皮用殺菌消毒剤（２６１） 5 滅菌精製水（７１３）
2 うがい薬（２２６） 6 催眠鎮静・抗不安剤坐薬（１１２）
3 止痒軟膏（２６４） 7 解熱・消炎・鎮痛剤坐薬（２６４）
4 火傷用軟膏（２６３） 8 消炎・鎮痛パップ剤（２６４）

５．防疫用薬剤（１剤）
No. 薬効分類（薬効分類番号）
1 防疫用殺菌消毒剤（７３２）

６．衛生材料（１６品目）
No. 薬効分類（薬効分類番号） No. 薬効分類（薬効分類番号）
1 副木材料（金属製可） 9 注射筒（針付）
2 三角巾 10 インスリン注射筒　100単位/mL用
3 清浄綿 11 点滴輸液セット
4 脱脂綿（カット綿） 12 手袋　ラテックス(パウダーフリー)
5 伸縮包帯 13 サージカルマスク
6 救急絆創膏 14 メディカルキャップ
7 サージカルテープ 15 血圧計
8 ガーゼ 16 体温計

　　輸液（人工透析液を含む）

13
抗ウイルス剤(６２５)
タミフル・ドライシロップ（本）

福島県災害時医薬品等備蓄品目表　（医薬品５３薬効群 ・ 衛生材料１６品目）

1 8

2

3 11

7
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　 令和５年３月３１日現在　

一

般

農

業

用

特

定

電

気

め

っ

き

業

金

属

熱

処

理

業

運

送

業

し

ろ

あ

り

防

除

業

3

63 7

－

－

－

－

－

－

－

－

－ － 26

福島市 98 26 5 0 0 0 0 － 0

薬務課 － － － － － －

0 16 608

23

第　２    毒　物　劇　物

（　概　　況　）
 毒物劇物については、事件事故等による健康被害の発生を未然に防止し、県民の安心安全
を確保するため、毒物及び劇物取締法に基づき、毒物劇物営業者に対する立入検査を計画的
に実施している。

１　毒物劇物営業者数（保健所別）

毒　　物　　劇　　物 特
定
毒
物
研
究
者

合計

製

造

業

輸

入

業

販　　売　　業 業務上取扱者

0 8 104

県　中 32 52 2 2 2 0 0 6 112

県　北 48 39 5 0 0 04

16

3

0

県　南 42 42 89

会　津 79 55 4 3 0 1

1 1 0 1 0 0

0 1 150

2

7

0

0

0 0 20

相　双 55 32 1030 3 0 2 0 1

南会津 4 14 1 0 0 01

10

0

1

郡山市 187 40 7 7 1 11 0 － 253

小計 260 234 13 9 2 4

0 26 1,205

いわき市 143 27

合計 688 32763 7

0 10 597

27 21 3 43

215

小計 428 93 14 12 1 39

2 5 0 28 0 10
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２　毒物劇物販売業登録等の事務処理件数

毒 物 劇 物 販 売 業

業 務 上 届 出 事 業 場

特 定 毒 物 研 究 者

毒物劇物取扱者試験合格者

計

書

換

交

付

再

交

付

取

扱

責

任

者

（

設
置
含
む
）

そ

の

他

件数 2 6 8 2 0 14 19 4 55

４　毒物劇物監視状況

登録票新

規

登

録

更

新

18 12

書

換

交

付

再

交

付

21

計

0

25

18 98 6 22 144

4

0

0

98

変　更　届

令和４年度

　　　　本県では、毒物劇物製造業者、輸入業者、販売業者等に立入検査を実施し、毒物劇物の
　　　保管管理状況、製品の表示、危害防止規定に基づく保安点検の実施状況、譲渡手続、保管
　　　管理状況、人事異動等に伴い取扱責任者が不在となっていないか等を重点的に監視した。
　　　　また、大規模自然災害に伴い毒物劇物の流出事故が発生していることから、日頃の在庫
　　　管理に加えて、地域のハザードマップ等を考慮した保管管理を行うよう指導した。
　　　　令和４年度における毒物劇物関係の登録及び届出数は１，１８０件（中核市を含む）で
　　　あり、登録及び届出施設に対する立入検査施設数は１９６件（法第２２条第５項の者を除
　　　く。）、立入監視率は１６．４％であった。
　　　　違反発見施設は５１件（法第２２条第５項の者を含む。）であり、前年度より１件減少
　　　した。
　　　　登録業態別違反率（違反発見施設数/立入検査施設数）は、一般販売業２３．３％、農業
　　　用品目販売業３５．７％、特定品目販売業５７．１％であった。
　　　　違反内容別では、取扱違反、その他、譲渡手続違反の順に多かった。

令和４年度

３　毒物劇物製造業（輸入業を含む）登録等の取扱件数

業

務

廃

止

又

は

休

止

申

請

・

届

出

の

計

申　　請
新

規

登

録

登

録

変

更

登

録

更

新

登　録　票
届　　出

119

0

件名

業種
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登
録
違
反

取
扱
違
反

表
示
違
反

譲
渡
手
続
違
反

そ
の
他

登
録
違
反

取
扱
違
反

表
示
違
反

譲
渡
手
続
違
反

そ
の
他

登
録
違
反

取
扱
違
反

表
示
違
反

譲
渡
手
続
違
反

そ
の
他

製　造　業 63 12

輸　入　業 7 1

一般販売業 688 116 27 1 19 3 8 7 2 2 1 19 4 8 6

農業用品目販売業 327 56 20 11 3 4 11 11 3 4 11

特定品目販売業 28 7 4 2 5 1 2 4

電気めっき事業 21 4

金属熱処理事業 3

毒物劇物運送事業 43

しろあり防除事業

法第２２条第５項の者

計 1,180 196 51 1 32 6 12 23 2 2 2 32 7 12 21

特定毒物研究者 26 2

合計 1,206 198 51 1 32 6 12 23 2 2 2 32 7 12 21

　処分件数（年度中） 　処分件数（年度中）

その他（説諭）

表
示
違
反

譲
渡
手
続
違
反

そ
の
他

毒 物 劇 物 又 は
政 令 で 定 め る
毒物劇物含有物
の 疑 い の あ る
も の の 収 去

試 験 の 結 果
毒物劇物又は政
令 で 定 め る
毒物劇物含有物
で あ っ た も の

無登録・無届・
無 許 可 施 設
発 見 件 数

登
録
・
許
可
取
消

業
務
停
止

設
備
改
善
命
令

その他（始末書等） その他（指導票）

違反発見件数
（年度中）

処分件数（年度中）

告
発
件
数

登 録 ・ 届 出
・ 許 可 施 設 数
（年度末現在）

立 入 検 査
施行施設数
（ 年 度 中 ）

違反発見
施 設 数
（年度中）

登
録
違
反

取
扱
違
反
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○月　日 令和４年９月７日

○場　所 ビッグパレットふくしま（郡山市南二丁目５２番地）

合　格　率

293 人 275 人 65 人 23.6%

77 人 73 人 5 人 6.8%

8 人 7 人 1 人 14.3%

378 人 355 人 71 人 20.0%

302 285 122 42.8

299 281 114 40.6

346 330 126 38.2

253 243 97 39.9

298 288 102 35.4

345 332 94 28.3

369 353 98 27.8

420 407 107 26.3

421 403 111 27.5

443 427 134 31.4

436 425 129 30.4

493 482 140 29.0

370 350 98 28.0

468 450 81 18.0

470 454 110 24.2

431 411 125 30.4

450 425 125 29.4

506 472 111 23.5

433 406 112 27.6

457 433 132 30.5

499 475 131 27.6

429 410 86 21.0

355 334 71 21.3

378 355 71 20.0

「農薬危害防止対策及び農薬の適正使用

について」

「毒物及び劇物取締法について」

「河川等周辺環境に配慮した農薬使用に

ついて」

「農薬適正使用をめぐる情勢について」

平成　２２　年

合　格　者区　　　分

平成　１６　年

平成　２０　年

平成　１７　年

一　　　般

農業用品目
令
和
４
年

平成　１３　年

５　毒物劇物取扱者試験

計

受　験　者出　願　者

特 定 品 目

平成　１２　年

平成　１１　年

4.7.11

内　　　　　　　　　　容

平成　３０　年

　毒物劇物製造・販売業者等を対象とし、関係法令等について十分な理解と認識を深めるため、

令和４年

令和３年

参 加 人 数

農薬危害防止
講習会

平成　１９　年

対　　　象

令和元年

令和２年

平成　２６　年

平成　１４　年

平成　１５　年

平成　１８　年

平成　２１　年

平成　２３　年

145名

138名
郡山市

郡山市

毒物劇物販売
業者等

4.7.14

平成　２８　年

平成　２９　年

開催年月日
開催場所

平成　２７　年

平成　２４　年

名　　　称

６　毒物劇物関係講習会開催状況

平成　２５　年

例年、講習会を開催している。
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令和５年１月１日現在

医　師
歯　科
医　師

獣医師 小　計

総　数 28 804 3,582 87 80 3,749 278 27 4,886

県　北 6 242 1,319 22 26 1,367 80 20 1,715

県　中 6 187 944 44 23 1,011 80 2 1,286

県　南 3 43 185 1 5 191 15 1 253

会　津 5 106 425 8 4 437 35 1 584

南会津 0 7 18 0 1 19 4 1 31

相　双 3 48 162 5 5 172 15 0 238

いわき 5 171 529 7 16 552 49 2 779

２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 元年 ２年 ３年 ４年

2 2 3 3 3 3 3 3 3 2

4.0 4.0 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 4.5 3.1 2.5

２５年 ２６年 ２７年 ２８年 ２９年 ３０年 元年 ２年 ３年 ４年

120 0 10,433 325 842 51 25 20 24 0

1,536 6,420 11,656 14,590 11,486 2,691 13,654 12,531 3,331 6,837け　し（本）

２　大麻栽培者・栽培面積（年次別）

栽培者数（人）

総 面 積（ａ）

３　大麻・けし抜去本数推移

第３　　　麻薬・大麻・あへん・覚醒剤等

（概　　況）

　覚醒剤等の薬物事犯は依然として跡を絶たず、しかも覚醒剤不正使用者が暴力団員など特定階層

の者から一般住民に及んでいる状況にある。

麻 薬
卸 売
業 者

麻 薬
小 売
業 者

麻　薬　施　用　者
麻　薬
管理者

麻　薬
研究者

大　麻（本）

１　麻薬取扱者数（保健所別）

区　分 合　計

　このことを踏まえ、県下１６地区薬物乱用防止指導員地区協議会を中心として、地域に根差した

薬物乱用防止啓発活動を実施するとともに、麻薬及び向精神薬取扱者、覚醒剤等取扱者、大麻栽培

者等に対する立入検査を実施し、乱用薬物の不正流出防止を図った。
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処
方
せ
ん
の
交
付
・
施
用

譲
渡
証
・
譲
受
証

管
理
・
保
管

帳
　
　
　
簿

施
用
に
関
す
る
記
録

そ
　
の
　
他

計

送
致
・
業
務
停
止

始
　
末
　
書

そ
　
の
　
他

1

28 16

804 175 1 1 1 1

病　　　院 122 77

一般診療所 574 10 1 1 1 1

歯科診療所 7

飼育動物診療施設 75

27 1

2 2

8

1,648 281 2 1 0 1 0 0 0 2 0 0 2

４　麻薬関係立入検査状況

   （令和４年）

　　　 項　　　目

　業　　　種

 対 R4
 象 ・
 ・ 12
 業 ・
 務 31
 所 現
 数 在

立
入
検
査
箇
所
数

違
反
・
業
務
所
数

違　　　反　　　内　　　容 措　　置

計

麻　薬　研　究　所

け　し　研　究　所

大　麻　栽　培　者

大　麻　研　究　者

 家庭麻薬製造業者

麻 薬 卸 売 業 者

麻 薬 小 売 業 者

麻 薬
診 療
施 設
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廃
　
　
　
棄

管
理
・
保
管

所
持
・
使
用

帳
　
　
　
簿

そ
 
の
　
他

計

始
　
末
　
書

そ
　
の
　
他

覚醒剤施用機関
（大 臣 指 定）

1

覚醒剤施用機関
（知 事 指 定）

4 3

覚醒剤研究者 13

覚醒剤原料製造業者

覚醒剤原料取扱者 30 8

覚醒剤原料研究者 7

薬　　　　　　 局 903 70

病 院 ・ 診 療 所 2,388 48

飼育動物診療施設 267

3,613 129 0 0 0 0 0 0 0 0 0

譲
渡
し
等

廃
　
　
　
棄

保
管
・
管
理

記
　
　
　
録

そ
　
の
　
他

　
　
計

始
　
末
　
書

そ
　
の
　
他

1

4

177 7

903 68

病　　　    院 129 47  

一 般 診 療 所 1,411 5

歯 科 診 療 所 848

飼育動物診療施設 267

24  

3,764 127 0 0 0 0 0 0 0 0 0

５　覚醒剤関係立入検査状況

   （令和４年）

　　　  　      項　　目

　業　　種

 対 R4
 象 ・
 ・ 12
 業 ・
 務 31
 所 現
 数 在

立
入
検
査
箇
所
数

違
反
・
業
務
所
数

違　　反　　内　　容 措　　　置

覚
せ
い
剤

覚
せ
い
剤
原
料

計

６　向精神薬関係立入検査状況

   （令和４年）

　　　  　      項　　目

　業　　種

 対 R4
 象 ・
 ・ 12
 業 ・
 務 31
 所 現
 数 在

立
入
検
査
箇
所
数

違
反
・
業
務
所
数

違　　反　　内　　容

計

措　　　置

向精神薬輸入業者

免許みなし卸売販売業者

免 許 み な し 薬 局

病
 
院
 
等

向精神薬試験研究施設

向精神薬製造製剤業者
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○　け　　し 　 6,837 本

　　あへん法違反 
0 件

21 件

○　大　　麻 　 0 本

本 本

本 本

本 本

本 本

本 本

本 本

本 本

けし 大麻 けし 大麻 けし 大麻 けし 大麻 けし 大麻

県　北 34 0 571 0 5,812 0 1,521 0 0 0

県　中 7,253 0 1,460 0 5,705 0 5,168 0 2,639 0

県　南 1,369 0 240 0 1 0 2,189 0 614 0

会　津 0 0 0 0 1,780 0 2,820 0 0 0

南会津 0 0 0 0 0 0 461 0 0 0

相　双 659 842 258 51 116 25 100 20 63 24

いわき市 2,171 0 162 0 240 0 272 0 15 0

計 11,486 842 2,691 51 13,654 25 12,531 20 3,331 24

３年度２年度

７　大麻・けし抜去状況（令和４年度）

総　本　数

始末書
厳重注意

けし抜去 大麻抜去

県 北 3,872 0

県 中 2,433 0

県 南 0 0

0

会 津 11 0

南 会 津 0 0

大麻・けし抜去状況（過去５年間）

相 双 4 0

３０年度 元年度２９年度

い わ き 市 517
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平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

検挙件数 170 126 162 174 203 132 136 117 107 117 63

検挙人数 126 96 117 126 117 96 101 80 82 85 45

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

検挙人数 7 11 3 5 6 4 6 5 0 1 0

平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

検挙人数 1 10 4 5 0 0 0 1 0

　　　　　（県警組織犯罪対策課資料より）

８　県内の薬物乱用の状況
　（１）覚醒剤事犯の年次別検挙状況

　(２)　シンナー・ボンド等乱用者の検挙状況

　(３)　指定薬物（危険ドラッグ）事犯の検挙状況

170

126

162
174

203

132 136
117

107 117

63

126

96

117
126

117
96 101

80 82 85

45

0

50

100

150

200

250

平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年 平成２９年 平成３０年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年

検挙件数 検挙人数
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年度

種別 シン 覚 他 シン 覚 他 シン 覚 他 シン 覚 他 シン 覚 他 シン 覚 他

件数 0 2 9 0 1 2 0 1 0 0 1 1 0 1 3 0 1 3

計

○　福島県薬物乱用防止指導員連合協議会長表彰状の贈呈

　て薬物事犯の半数以上を覚醒剤が占めている。また、大麻事犯検挙者数は近年増加傾向にあるなど薬物汚
　染の広がりが懸念されている。

令和４年度

108

8,423人

令和４年度

　協力を得て、「ダメ。ゼッタイ。」福島県普及運動や麻薬・覚醒剤・大麻乱用防止運動を実施した。

22,761人

平成２９年度

（２）　保健所における薬物相談窓口の実績

９　薬物乱用防止関係事業の状況

令和元年度

　　若年層への普及啓発事業としては、本年度も薬物乱用防止教室の開催や、街頭啓発等を実施している。

（４）　「地域で育む」薬物乱用防止意識醸成事業

　　また、「地域で育む」薬物乱用防止意識醸成事業として、大学生ボランティアによる企画・運営により、
　同世代の若者を主なターゲットとした資材作成や街頭キャンペーン等を実施した。

　　令和４年における県内の覚醒剤事犯検挙者数は４５名であり、前年に比べ４０名減少したが、依然とし

4

　　そうした中で、薬物に対する正しい知識を広く県民に啓発するため、薬物乱用防止指導員や関係団体の

　ア　大学生ボランティア募集　　応募人数13名

　イ　研修会　　　　　　　　　　計1回開催

254

22,299人

令和２年度

2

289

受講者数 27,009人

実施学校数

　ア　啓発活動企画会議
　　・啓発活動及び啓発資材の企画
　　・作成した啓発資材：起き上がり小坊師、付箋、クリアファイル等

②　新たな啓発チャレンジ事業

令和３年度

115119

8,853人

11

①　ヤング健康推進員育成事業

平成２９年度

7,920人

3

年 度

237

（１）　薬物乱用防止教室の実施状況

平成３０年度

○　厚生労働省医薬・生活衛生局長感謝状の贈呈

令和元年度

1

平成３０年度

（３）　薬物乱用防止指導員の表彰

一般的な相談に応じた。

令和２年度

　各保健所に薬物相談窓口を設置し、覚醒剤等薬物乱用の予防啓発の観点から覚醒剤等乱用に関する

○　厚生労働大臣感謝状の贈呈

伊藤　智子　（福島地区）　　　　
西牧　フヂエ（石川地区）　　　　

宗像　正子　（石川地区）　　　　

潮地　龍勝　（白河地区）　　　　 金澤　雅代　（東白川地区）

令和３年度

4

皆川　和江　（須賀川地区）
平野　茂穂　（喜多方地区）

樋口　由昭　（南会津地区）

渡部　正孝　（相馬地区）湯田　惠子　（南会津地区） 池田　千雪　（いわき地区）

押尾　茂　　（郡山地区）
大越　徹　　（会津若松地区）
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第４ 血 液

（概 況）

令和４年度は、献血目標量３２，９９４Ｌに対して３４，１６６．９７Ｌの実績と

なり、達成率は１０３．６％と目標を達成することができました。

献血種別ごとの目標量に対する達成率は、２００ｍＬ献血で１１６．４％、４００ｍＬ

献血で１００．８％、血漿成分献血で１０９．３％、血小板成分献血で１０５．４％でした。

平成２２年度に９２，３２９人であった献血人数は、平成２３年度には東日本大震災

の影響により７８，５４８人にまで減少しました。平成２４年度には９１，６５７人

に戻ったものの、その後は減少を続け、平成３０年度には７６，９４８人となり、

令和元年度以降はほぼ横ばいの状態で、令和４年度は７５，８２３人となっています。

一方、平成２２年度に５４，３１５人であった４００ｍＬ献血人数は、平成２３年度に

４４，０９４人に減少しましたが、平成２６年度までは年々増加し、５８，７８２人

となりました。しかし、その後は減少に転じ、令和２年度には５０，５９８人まで

、 、 ， 。減少 それ以降はほぼ横ばいの状態で 令和４年度は５０ ７４１人となっています

血液製剤の製造については、平成２４年４月から日本赤十字社東北ブロック血液セ

ンター（宮城県仙台市）に集約されています。

令和４年度の血液製剤の供給数は、２３３，６２５単位（２００ｍＬ単位換算）

であり、前年比で９９．４％の実績となっています。内訳は、赤血球製剤１０４，５００

単位、血漿製剤２３，５００単位及び血小板製剤１０１，０００単位でした。

若年層の献血者確保の一環として平成１５年から始めたジュニア献血ポスターコン

クールは、県内４４中学校から１８９点の応募があり、最優秀作品１点、優秀作品２

点及び入選作品８点を選定しました。このうち、最優秀作品及び優秀作品を掲載した

ポスターを県内全中学校へ配布し、献血思想の普及啓発を図りました。

また、本県では医療機関における血液製剤の適正使用を図るため、昭和６１年度よ

り血液製剤使用適正化普及事業を推進しており、福島県合同輸血療法委員会と連携し

て委員会を開催し、血液製剤の使用適正化に向けた協議を行いました。
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 （１）　献血状況

 （２）　供給状況

構成比

（％）

0.0

43.2

0.0

0.0

0.0

43.2

10.2

46.6

100.0

 （１）　月別

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 合計

59 91 262 172 105 143 191 152 124 165 79 92 1,635

4,313 4,131 4,298 4,229 4,100 4,008 4,287 4,123 4,637 4,167 4,291 4,157 50,741

1,791 1,951 1,903 2,089 1,915 1,852 1,972 1,931 1,991 2,079 2,075 1,898 23,447

6,163 6,173 6,463 6,490 6,120 6,003 6,450 6,206 6,752 6,411 6,445 6,147 75,823

（人）

 （２）　施設別

（人）

79

合　　　計 1,656 59,579

0

　　照射濃厚血小板－ＬＲ 0

9,756

0

10,978

0 0 0

1,436

1

51,260

0

　　新鮮凍結血漿 － ＬＲ

0 0

49,784 51,220 101,004

39

219

0 0

照射解凍赤血球液－ＬＲ

0

0

単位換算製剤別

0 00

40
赤血球

目　　　標（Ｌ） 251.00 20,004.00

達　成　率（％） 130.3 101.5

照 射 赤 血 球 液 － Ｌ Ｒ

照射洗浄赤血球液－ＬＲ

構　成　比（％）

１　献血・供給状況

令和４年度

区　　 　　分 200ｍＬ献血 400ｍＬ献血 成 分 献 血 合　　　　計

108.9

32,654.00

実　　　績（Ｌ） 327.00 20,296.40 13,508.01 34,131.41

12,399.00

104.5

1.0 59.5 39.6 100.0

成　 　分

合　計

1,302

39,461

－

40,763

区　　　分

２００ｍＬ

移動採血車 血液センター 郡山駅出張所

４００ｍＬ

令和４年度

合計 200mL

（バッグ）
200mL献血由来 400mL献血由来 成分献血由来

献血方法

23,743

10,899

1,003

109,035

11,902 73,137 233,861

10,899

４００ｍＬ

成　 　分

合　計

２　月別及び施設別の献血状況

令和４年度

区　　　分

２００ｍＬ

101,083小　　　計

照射人全血液 － ＬＲ

1,437 49,823 0

00

0照 射 合 成 血 液 － Ｌ Ｒ

18,054

87

5,537

12,430

246

5,743

11,017

令和４年度

1,635

50,741

23,447

合　　計

17,006 75,823
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３　高等学校献血における献血状況

区　　分 高等学校 実施高校数 実施率 在校生徒数 献血者数 実施率
２回以上
実施回数

県立高校 84 12 14.3 33,446 224 0.7 0

私立高校 18 9 50.0 10,457 606 5.8 2

合　　計 102 21 20.6 43,903 830 1.9 2

合　計

３件
(208人)

　献血セミナー　※２
３９件
(840人)

　※１ 保健福祉事務所（保健所）が開催　　※２ 福島県赤十字血液センターが開催

５　過去６年の献血・供給状況

　　　区分
年度

目 標 量
（ Ｌ ）

実 績
（ Ｌ ）

目標達成率
（ ％ ）

供 給 数
（ 単 位 ）

　　２９ ※ 29,829 30,943.15 103.7 265,627

　　３０ ※ 30,841 31,182.00 101.1 255,964

　　元   ※ 31,989 34,317.20 107.3 250,132

　　２   ※ 33,354 34,282.40 102.8 232,699

　　３   ※ 32,994 34,166.97 103.6 235,382

　　４　 ※ 32,654 34,131.41 104.5 233,861

　※献血人数及び献血量の２つの指標による献血目標を、平成27年度以降は献血量のみの

　　１つの指標に変更した。

　　内容　　

新聞、広報紙、広報車等

（２）令和４年度献血・供給及び原料血漿確保状況等について書面開催

内　　訳

　献血出前講座　※１ 　相双 ３件（２０８人）

イ　啓　 発 　資 　料 ポケットティッシュ、ポスター、チラシ等

（５）令和５年度献血推進計画　新旧対照表

テレビ、ラジオ、ホームページ、県公式ツイッター、

エ　知事メッセージ 県内５９市町村に対し、知事メッセージの伝達

（１）令和４年度献血推進計画進捗状況について

議　　　　　　　事

ウ　広　　　　　　 報

（３）令和５年度献血・供給及び原料血漿確保見込みについて

（５）令和５年度献血推進計画（案）について

令和４年度

６　愛の血液助け合い運動月間における事業状況

　　期間　　令和４年７月１日～３１日

ア　街 頭 キャンペーン 県内１３市を中心に実施（期間中の献血者　6,490人）

４　献血出前講座等開催状況

　福島管内 　３７件（７１５人）
　会津管内 　　１件（１００人）
　いわき管内　 １件　　２５人）

７　福島県献血推進協議会の開催状況

開　催　年　月　日 備　　　　考

令和5年2月8日

（６）令和５年度市町村献血目標（案）
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開催地区 参加人数 参加対象

― ― ―

保健所

県 北 高橋電機株式会社

令和4年7月14日

彌満和福島サイト親和会福 島 市

ケミコン東日本株式会社　福島工場

　①　厚生労働大臣表彰状（３団体）

県 南

受　賞　団　体　名

８　血液製剤使用適正化普及事業実施状況

開 催 年 月 日 講　　　　　師

―

令和４年度は「自己血
輸血講習会」等の開催
を見合わせておりま
す。

９　献血功労表彰

年　月　日
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保健所 受　賞　団　体　名

県 北 伊 達 地 方 衛 生 処 理 組 合

県 北 福 島 太 陽 誘 電 株 式 会 社

県 中 大 同 信 号 株 式 会 社 浅 川 事 業 所

県 中 笠 原 工 業 株 式 会 社

県 中 二 見 屋 工 業 株 式 会 社

福 島 市 福 島 県 警 察 学 校

いわき市 株 式 会 社 ク レ ハ 環 境

保健所

県 北 福 島 信 用 金 庫 伊 達 支 店

県 北 株 式 会 社 同 仁 社 リ ネ ン サ プ ラ イ 事 業

県 北 株 式 会 社 東 和 製 作 所

県 北 福 島 サ ン ケ ン 株 式 会 社

県 北 阿 武 隈 急 行 株 式 会 社

県 中 須 賀 川 地 方 広 域 消 防 組 合

県 中 株 式 会 社 福 島 明 工 社

県 南 イオン東北株式会社 福島事業部 イオン白河西郷店

県 南 塙 ラ イ オ ン ズ ク ラ ブ

県 南 株 式 会 社 関 口 電 器 製 作 所

相 双 東 北 サ ッ シ 工 業 株 式 会 社

相 双 株 式 会 社 友 伸 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 鹿 島 工 場

令和4年7月14日

　③　県知事感謝状（１０団体）

年　月　日

　②　厚生労働大臣感謝状（７団体）

令和4年10月27日

年　月　日
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１０　市町村別献血状況（令和４年度）

 

献血量 200mL 400mL 達成率 献血者数 対人口比

Ｌ Ｌ Ｌ ％ 人 ％

2,377.0 42.2 2,334.8 95.1 6,048 3.8

2,377.0 42.2 2,334.8 95.1 6,048 3.8

1,536.2 6.2 1,530.0 97.7 3,856 3.9

112.4 0.0 112.4 112.9 281 4.6

435.4 3.8 431.6 90.3 1,098 3.6

68.4 0.0 68.4 72.5 171 3.0

82.6 0.2 82.4 119.0 207 4.9

499.6 0.8 498.8 105.8 1,251 4.3

80.2 0.2 80.0 95.2 201 4.0

257.6 1.2 256.4 95.3 647 3.7

2,682.2 109.8 2,572.4 89.9 6,980 3.6

2,682.2 109.8 2,572.4 89.9 6,980 3.6

1,668.8 6.8 1,662.0 100.5 4,189 4.0

660.0 2.0 658.0 96.9 1,655 3.9

333.8 0.6 333.2 112.9 836 4.6

99.6 0.0 99.6 72.5 249 2.7

107.0 1.0 106.0 125.9 270 5.5

120.8 0.0 120.8 106.5 302 4.3

36.6 0.2 36.4 87.1 92 3.5

153.2 2.8 150.4 134.4 390 5.4

32.4 0.0 32.4 62.3 81 2.3

38.0 0.0 38.0 78.2 95 3.1

51.6 0.0 51.6 97.4 129 4.0

35.8 0.2 35.6 92.3 90 4.1

1,465.2 12.8 1,452.4 116.8 3,695 4.9

571.0 8.6 562.4 106.1 1,449 4.3

399.0 1.4 397.6 184.0 1,001 8.3

44.8 0.0 44.8 86.2 112 3.4

54.8 0.0 54.8 117.6 137 5.2

123.2 2.0 121.2 86.6 313 3.4

131.4 0.6 130.8 110.4 330 4.6

39.6 0.0 39.6 85.7 99 3.8

66.6 0.2 66.4 99.7 167 4.1

34.8 0.0 34.8 128.9 87 6.2

2,191.4 15.4 2,176.0 112.4 5,517 4.6

1,195.0 10.6 1,184.4 115.5 3,014 4.6

39.6 0.0 39.6 133.8 99 6.1

106.2 1.4 104.8 97.6 269 4.1

394.6 1.8 392.8 110.5 991 4.4

県北保健福祉事務所

磐 梯 町

猪 苗 代 町

喜 多 方 市

棚 倉 町

矢 祭 町

塙 町

鮫 川 村

会津保健福祉事務所

会 津 若 松 市

県南保健福祉事務所

白 河 市

西 郷 村

泉 崎 村

中 島 村

矢 吹 町

田 村 市

天 栄 村

古 殿 町

石 川 町

玉 川 村

平 田 村

浅 川 町

桑 折 町

国 見 町

大 玉 村

鏡 石 町

須 賀 川 市

三 春 町

小 野 町

本 宮 市

県中保健福祉事務所

郡  山  市

内　　訳

区　　　分

福 島 市 保 健 所

郡 山 市 保 健 所

伊 達 市

二 本 松 市

福 島 市

川 俣 町

- 45 -



 

献血量 200mL 400mL 達成率 献血者数 対人口比

Ｌ Ｌ Ｌ ％ 人 ％

内　　訳

区　　　分

31.8 0.2 31.6 139.5 80 6.2

39.4 0.6 38.8 97.5 100 4.2

167.2 0.8 166.4 128.0 420 5.5

45.2 0.0 45.2 158.0 113 7.4

17.6 0.0 17.6 82.2 44 3.3

113.2 0.0 113.2 78.8 283 3.0

17.2 0.0 17.2 162.3 43 8.0

16.4 0.0 16.4 132.3 41 6.3

8.0 0.0 8.0 100.0 20 4.6

208.0 4.0 204.0 108.8 530 4.8

123.6 3.6 120.0 109.4 318 4.7

39.4 0.2 39.2 96.6 99 4.4

8.4 0.0 8.4 161.5 21 7.7

36.6 0.2 36.4 113.7 92 5.2

1,010.0 9.2 1,000.8 126.4 2,548 5.3

501.6 4.8 496.8 123.1 1,266 5.4

443.8 3.4 440.4 136.6 1,118 5.5

64.6 1.0 63.6 97.0 164 3.9

0.0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

0.0 0.0 0.0 0.0 0 0.0

2,506.0 53.6 2,452.4 89.0 6,399 3.4

2,506.0 53.6 2,452.4 89.0 6,399 3.4

32.8 0.0 32.8 － 82 －

42.4 0.0 42.4 － 106 －

62.0 0.0 62.0 － 155 －

105.6 0.4 105.2 － 265 －

28.0 0.0 28.0 － 70 －

91.6 0.0 91.6 － 229 －

4.8 0.0 4.8 － 12 －

32.8 0.0 32.8 － 82 －

16,044.8 260.4 15,784.4 101.3 40,763 4.1

飯 舘 村

浪 江 町

富 岡 町

川 内 村

大 熊 町

双 葉 町

新 地 町

飯 舘 村

浪 江 町

葛 尾 村

い わ き 市 保 健 所

い わ き 市

合 計

※「対人口比(%)」は令和2年10月1日現在における15～64歳の現住人口に対する比率である。

広 野 町

※飯舘村、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江町においては、一部移動採血
車の受入れが可能となったため配車している。

楢 葉 町

双 葉 町

富 岡 町

南会津保健福祉事務所

南 会 津 町

下 郷 町

檜 枝 岐 村

広 野 町

楢 葉 町

只 見 町

相双保健福祉事務所

南 相 馬 市

相 馬 市

湯 川 村

柳 津 町

会 津 美 里 町

三 島 町

金 山 町

昭 和 村

北 塩 原 村

西 会 津 町

会 津 坂 下 町

川 内 村

大 熊 町
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研修期間 研修人員

１日間×１回 　　６名

２日間×１回 　　４名

　　　　このシステムを遵守して実施された検査及び検査データの信頼性は、客観的、科学的に保証されるものである。

※その他、各種学会・研修会への参加あり

　(3)  ＧＬＰ
※
への対応（衛生研究所）

　　　衛生研究所で行う検査は、すべて「福島県衛生研究所業務管理要領」に基づき実施しています。

　　　※ＧＬＰ（Good Laboratory Practice）とは、検査の信頼性を確保するためのシステムであり、平成９年の

　　　　食品衛生法等改正により食品衛生検査施設への導入が義務付けられた。なお、平成２８年度より感染症法の

転入者及び初任者対象ＧＬＰ研修  本所 　

衛生検査技術専任者研修（理化学コース）

　　　　改正をうけて、食品検査のみではなく、当所で行われるすべての検査にＧＬＰを導入した。

(うち放射性物質検査　１，４７３)

　　⑤　環境関係検査　　　　　　　　１７５件（有料　　　０　無料　　　１７５）

　　⑥　その他　　　　　　　　　　　４０８件（有料　　　０　無料　　　４０８）

　(2)  研修（衛生研究所）

研　修　の　名　称 実 施 場 所 備　　　　考

　(1)  試験検査の実施（衛生研究所）

　　①　微生物検査　　　　　　　８，４９７件（有料　１１８　無料　　８，３７９）

　　②　食品衛生関係検査　　　　１，１２８件（有料　　　２　無料　　１，１２６）

(うち放射性物質検査　　８１７)

　　③　臨床学的検査　　　　　　　　５９０件（有料　　　２　無料　　　　５８８）

　　④　水質検査　　　　　　　　１，５８０件（有料　１０７　無料　　１，４７３）

成１８年４月１日より相双支所を廃止し、２支所体制としています。

　なお、平成２３年１０月より、原発事故を受けてゲルマニウム半導体検出器及び放射能検査室を整備し、

加工食品及び飲料水中の放射性物質検査を実施しています。

  また、民間検査機関における検査精度の向上を図るため、試験検査精度管理事業及び衛生検査精度管

理事業を実施しています。

１　事業の推進

 本所

第 ５ 　 衛 生 検 査

（概　況）

　近年、科学技術の進歩に伴い、試験検査内容も一段と複雑化しており、検査データについても高い精度

が要求されています。

  また、鳥インフルエンザ等の新興感染症、炭疽菌等を想定したバイオテロ及び食品への残留農薬基準

超過や食品への医薬品成分等混入など、県民の健康危機管理に直面した社会問題が浮き彫りとなり、検査

機関の果たすべき役割もますます重要になっています。  

　そこで、より迅速かつ信頼性の高い検査データを提供するために、平成１６年４月１日より、県内６保

健所の検査機能を衛生研究所に一元化し、本所と県中・会津・相双の３支所体制としました。その後、平
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　　　 令和４年度調査研究事業費

 　　　福島県試験検査精度管理事業実施要綱に基づき、衛生研究所本所・２支所、環境創造センター、中核市

　 　保健所３施設、市環境監視・環境保全センター２施設、上下水道事業所７施設及び民間検査機関１８

　　 施設を対象に理化学検査（Ⅰ）、理化学検査（Ⅱ）、食品化学検査、細菌検査（Ⅰ）及び細菌検査（Ⅱ）

　　 の５部門について、外部精度管理調査を実施した。

　　　さらに、部門別検討会及び試験検査技術発表会を開催し、試験検査の知識・技術の向上を図りました。

　　　外部精度管理調査

  ※２　あらかじめ調査用検体である旨を伝えて実施する外部精度管理調査

摘　　　要 ５部門　３５機関参加 ８１名出席 ２２２名出席

　(5)  福島県試験検査精度管理事業

区　　　分 外部精度管理調査 部門別検討会（web） 試験検査技術発表会（web及び対面）

実　施　日 令和4年7月25日 令和4年12月9日 令和5年2月10日

  ※１　各衛生検査所の契約医療機関から調査用検体である旨を伝えずに検査依頼し、その結果を評価する

　　　 医療における衛生検査の重要性に鑑み、衛生検査所の検査精度の質的向上を図ることにより、県民

　   福島県臨床衛生検査技師会が行っているオープン方式
※２

で実施した精度管理調査の結果から、各衛生

　　 に適切な医療サービスを提供することを目的として事業を実施した。

精 度 管 理 調 査

　(6)  福島県衛生検査精度管理事業

　　　 平成１８年度からはブラインド方式調査
※１

の一方式に特化して実施した外部精度管理調査の結果と

区　　　分

　　 検査所の検査業務の問題点を実質的に把握し、適切な指導を行った。

２施設

ブラインド方式

令和４年１１月～令和４年１２月

４項目　８施設
※３

立 入 調 査 

令和５年３月８日、１０日実　施　日

  ※３　福島市管轄３施設、郡山市管轄２施設、いわき市管轄２施設を含む

摘　　　要

　(4)  調査研究事業（衛生研究所）

 　　　保健衛生、食品衛生及び生活環境等に係る諸問題の科学的解決策を見いだし、地域保健対策を効果

　　 的に推進するために実施した。

　　　   ①　食品等からのウイルス濃縮法の検討

　　　   ②　農産物等の残留農薬検査における妥当性評価と検査法の検討

　　　　 ③　レジオネラ属菌の迅速検査法の検討
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２　衛生研究所における検査実施状況（令和４年度）

件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　　数 金　　額

118 178,220 8,379 8,497 178,220

2 8,660 1,126 1,128 8,660

2 1,510 588 590 1,510

107 764,920 1,473 1,580 764,920

0 0 175 175 0

0 0 408 408 0

229 953,310 12,149 12,378 953,310

118 8,379

2 1,126

2 588

107 1,473

0 175

総検査件数
一般依頼検査 行 政 検 査 合　　　　　計

微 生 物 検 査

食 品 衛 生 関 係 検 査

臨 床 学 的 検 査

水 質 検 査

環 境 関 係 検 査

そ の 他

合 計

３　検査件数の推移
総　　検　　査 一般依頼検査件数 行政検査件数 合　　　　　計

３０　年　度 445 11,270 11,715

Ｒ元　年　度 316 9,054 9,370

Ｒ２　年　度 340 16,432 16,772

Ｒ３　年　度 225 12,754 12,979

Ｒ４　年　度 229 12,149 12,378

微生物検査 一般依頼検査件数 行政検査件数 合　　　　　計

３０　年　度 223 806 1,029

Ｒ元　年　度 160 941 1,101

Ｒ２　年　度 222 10,096 10,318

Ｒ３　年　度 148 9,168 9,316

Ｒ４　年　度 8,497

食品衛生関係検査 一般依頼検査件数 行政検査件数 合　　　　　計

３０　年　度 14 3,573 3,587

Ｒ元　年　度 10 1,826 1,836

Ｒ２　年　度 6 1,478 1,484

Ｒ３　年　度 6 1,187 1,193

Ｒ４　年　度 1,128

臨床学的検査 一般依頼検査件数 行政検査件数 合　　　　　計

３０　年　度 0 1,563 1,563

Ｒ元　年　度 3 1,478 1,481

Ｒ２　年　度 1 583 584

Ｒ３　年　度 0 532 532

Ｒ４　年　度 590

水 質 検 査 一般依頼検査件数 行政検査件数 合　　　　　計

３０　年　度 198 4,729 4,927

Ｒ元　年　度 141 4,275 4,416

Ｒ２　年　度 111 3,901 4,012

Ｒ３　年　度 68 1,397 1,465

Ｒ４　年　度 1,580

環境関係検査 一般依頼検査件数 行政検査件数 合　　　　　計

３０　年　度 0 168 168

Ｒ元　年　度 0 168 168

Ｒ２　年　度 0 134 134

Ｒ３　年　度 0 167 167

Ｒ４　年　度 175

そ　の　他 一般依頼検査件数 行政検査件数 合　　　　　計

３０　年　度 10 431 441

Ｒ元　年　度 2 366 368

Ｒ２　年　度 0 240 240

Ｒ３　年　度 3 303 306

Ｒ４　年　度 0 408 408
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虫

病
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体
核
酸

体
細
胞
遺
伝
子

生
殖
細
胞
系
列
遺
伝
子

染
色
体

9
公益財団法人
福島県保健衛生協会
相双地区センター

南相馬市原町区青葉町2
丁目62-1

昭和55年3月22日 ○ ○

福-2
公益財団法人
福島県保健衛生協会

福島市方木田字水戸内
19-6

昭和51年5月15日 ○ ○ ○ ○ ○ ○

福-33
Ｇ＆Ｇサイエンス
株式会社

福島市松川町美郷4丁目1
番地の1

平成17年9月16日 ○ ○ ○ ○

福-41
株式会社昭和メディ
カルサイエンス
福島ラボ

福島市森合字前田17-55 令和3年12月27日 ○ ○ ○

福-1
公立大学法人
福島県立医科大学

福島市光が丘１番地 令和3年9月2日 ○

郡-11
公益財団法人
福島県保健衛生協会
県南地区センター

郡山市喜久田町字菖蒲池
22-377

昭和55年12月1日 ○ ○

い-1
株式会社
江東微生物研究所
東北中央研究所

いわき市好間工業団地4-
18

平成2年12月26日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

寄生虫

細
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定
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体
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列
遺
伝
子
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細
胞
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子
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織
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疫
組
織
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胞

分
子
病
理
学

体
細
胞
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子

寄
生
虫

生
化
学

尿
・
糞
便
等
一
般

24
公益財団法人
福島県保健衛生協会
会津地区センター

会津若松市真宮新町北1
丁目13

昭和63年12月21日 ○

41 福島衛生検査所
本宮市本宮字舘町161番
地2

平成24年8月30日 ○ ○ ○ ○ ○

福-3 株式会社
環境分析研究所

福島市東浜町22-2 平成12年3月3日 ○ ○ ○ ○

福-34
株式会社
江東微生物研究所
福島検査所

福島市鎌田字卸町20-1 平成18年6月27日 ○

福-36
公益財団法人
福島県保健衛生協会
病理検査

福島市吉倉字谷地31番地
の1

平成20年4月1日 ○ ○ ○

福-40 ＢＭＬ福島 福島市御山字一本木29-1 平成24年7月1日 ○ ○ ○ ○ ○

郡-3
株式会社
江東微生物研究所
郡山ラボラトリー

郡山市喜久田町卸三丁目
24

平成18年06月30日 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

郡-6 ＢＭＬ郡山 郡山市並木三丁目2-7 平成23年12月12日 ○ ○ ○ ○ ○ ○

い-2
昭和メディカルサイ
エンス
いわきラボ

いわき市内郷綴町金谷
19-15

平成17年4月6日 ○ ○ ○ ○ ○

い-3
株式会社
ＬＳＩメディエンス
いわきラボラトリー

いわき市平塩字塩向60-2 平成30年11月26日 ○

い-4
公益財団法人
福島県保健衛生協会
いわき地区センター

いわき市小島町２丁目
14-7

昭和58年11月15日 ○

い-5 ＢＭＬいわき
いわき市好間町下好間字
鬼越41-1

平成27年7月9日 ◯

*
旧分類は、臨床検査技師等に関する法律施行規則の一部改正（平成30年7月27日厚生労働省令第93号）に伴う経過措置による。

４　衛生検査所一覧

微生物 血清学 血液学 病理学 生化学

遺伝子関連・染色体

登
録
番
号

検査所名
　

所在地

R
I
の
使
用

令和５年３月末日現在（中核市を含む）

血
清
分
離
の
み

登
録
番
号

検査所名
　

所在地 登録年月日

登録検査業務（旧分類*）

血
清
分
離
の
み

R
I
の
使
用

登録年月日

登録検査業務
微生物 免疫学 血液学 病理学 生化学 尿・糞便等一般
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（概況）

温度別源泉数（温度測定可能な源泉のみ）　５３１源泉 （令和５年３月末現在）

ガス・水蒸気
３３(６．２%)

影響で大幅な減少となったが、その後回復傾向が見られる。

（温泉数の推移）

　平成元年より源泉総数は増加傾向にあったが、ここ数年は横ばい状態であり、源泉総数

に占める未利用源泉数も横ばい状態で推移している。

　本県は、山・海・湖・川といった豊かな自然とともに、多くの温泉を有する全国有数の

温泉県である。

　県内には、８０１か所の源泉があり、そのゆう出量は、毎分約77,385Lとなっている。

それらの源泉は、５９市町村中５３市町村（令和５年３月末現在）に点在し、ほぼ県内全

　宿泊利用者については、平成２３年度東日本大震災、令和２年度新型コロナウイルスの

源泉数　８０１か所 （令和５年３月末現在）

利　用　源　泉　　４３３（５４．１％） 未 利 用 源 泉　　３６８（４５．９％）

動力装置　２３８自噴　１４１ 動力装置　２９２ 自噴　１３０

（１７．６％） （３６．５％） （１６．２％） （２９．７％）

４２℃以上
２４２（４５．６％）

２５～４２℃
１６０(３０．１％)

２５℃未満
９６（１８．１％）

域に分布している。泉質も地域によって様々であり、強酸性から強アルカリ性まで、成分

も単純泉から硫黄泉、放射能泉まで実に多種多様である。また、「岳温泉」、「新甲子温

泉」、「土湯・高湯温泉郷」、「二岐・岩瀬湯本・天栄温泉」の４ヶ所が国民保養温泉地

に指定されている。

第６　福島県の温泉の概況

（平成） （令和）

346 365 377 394 395 418 427 446 460 452 442 452 456 461 459 454 459 469 475 471 460 461 456 454 457 456 440 436 443 441 442 437 429 433

236
245 264 266 279

283 286 281 287 306 311 310 310 311 316 325 325 322 313 323 328 315 320 322 320 319 341 344 336 357 358 363 372 368

0

100

200

300

400

500

600

700

800

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4

か所
未利用源泉数

（平成） （令和）
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　総ゆう出量、動力ゆう出量、自然ゆう出量ともに、ここ数年ほぼ横ばいとなっている。

　平成２３年度は東日本大震災、令和２年度は新型コロナウイルスの影響で大きく落ち込んだが、

その後回復傾向が見られる。

（温泉ゆう出量の推移）

（年度延宿泊利用人員の推移）

0

66,455

69,154

66,237

65,909

66,248

85,371

88,846

91,147

85,400

89,435

90,118

86,021

85,905

86,024

83,850

85,002

86,525

85,396

88,305

90,653

91,912
84,43589,35781,522

81,106

80,567
83,635

81,327 81,946

82,572
81,231

0

43,387

50,064

45,29245,638

47,151
51,572

54,116

55,318

54,515

58,704

61,809

58,912

57,529

57,974

56,081

54,928

57,034

56,666

58,113

59,734

60,263
57,248

62,43655,105

54,168

53,654
55,969

54,029 55,221

54,96653,981

0

23,068

19,090

20,94520,271

19,097

33,799

34,730

35,829
30,885

30,731
28,309

27,109

28,376

28,050

27,769
30,074

29,491

28,730

30,192

30,919

31,648

27,187

26,921

26,417

26,938

26,913

27,667

27,298

26,725

27,606
27,251

0

10000

20000

30000

40000

50000

60000

70000

80000

90000

100000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30

ﾘｯﾄﾙ／分

（平成）

（平成） （令和）

（令和）

66,455

69,154

66,237

65,909
66,248

85,371

88,846
91,147

85,400 89,435

90,118

86,021

85,905

86,024

83,850

85,002

86,525

85,396

88,305

90,653

91,912

84,435

89,357

81,522

81,106

80,567

83,635

81,327

81,946
82,572

81,231

79,929

78,318

77,385

43,387

50,064
45,292

45,638
47,151

51,572
54,116

55,318

54,515

58,704
61,809

58,912

57,529

57,974

56,081
54,928

57,034

56,666

58,113

59,734
60,263

57,248

62,436

55,105
54,168

53,654

55,969

54,029

55,221

54,966 53,981

53,239

51,554

50,763

23,068

19,090

20,945

20,271
19,097

33,799
34,730 35,829

30,885

30,731

28,309 27,109

28,376

28,050 27,769

30,074

29,491
28,730

30,192

30,919

31,648

27,187

26,921

26,417

26,938

26,913

27,667

27,298

26,725

27,606

27,251 26,690

26,765
26,622

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4

総ゆう出量

動力ゆう出量

自然ゆう出量

6,085,983

6,521,939

6,830,751

6,438,235

6,471,764

6,916,140

6,829,801

7,156,853

6,753,574

5,674,437
5,925,265

6,319,571
6,098,038

5,992,262

5,596,413

5,317,826

5,278,658

5,300,705 

5,408,186 

5,079,225

4,767,225

4,610,708

3,165,567

4,289,783

4,524,491

4,360,158

4,473,562
4,366,429

4,294,094

4,324,507

4,096,248

1,905,333

2,188,528

3,158,776

1,500,000

2,500,000

3,500,000

4,500,000

5,500,000

6,500,000

7,500,000

元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 元 2 3 4

人

（平成）

（令和）

（令和）
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　　新規掘削、動力装置設置の許可申請については、ここ数年、減少傾向にある。温泉利用許可申請

　についても、令和３年度は前年度と比較して回復傾向にある。

申

請

許

可

不

許

可

申

請

許

可

不

許

可

申

請

許

可

不

許

可

申

請

許

可

不

許

可

申

請

許

可

不

許

可

取

消

命

令

H元 48 48 0 1 1 0 23 23 0 151 151 0 0 0 0 － 0 0 0 0

2 41 40 0 0 0 0 28 28 0 118 118 0 1 1 0 － 0 0 0 0

3 30 29 0 2 2 0 26 26 0 155 155 0 1 1 0 － 6 0 0 0

4 20 19 0 4 4 0 18 18 0 155 155 0 1 1 0 － 1 0 0 0

5 17 17 0 0 0 0 24 24 0 144 144 0 0 0 0 － 4 0 0 0

6 11 11 0 0 0 0 16 16 0 183 183 0 0 0 0 － 1 0 0 0

7 19 19 0 2 2 0 17 17 0 186 186 0 1 1 0 － 0 0 0 0

8 14 14 0 0 0 0 11 11 0 170 170 0 0 0 0 － 0 0 0 0

9 11 11 0 0 0 0 10 10 0 138 138 0 0 0 0 － 0 0 0 0

10 2 2 0 0 0 0 6 6 0 126 126 0 2 2 0 － 1 0 0 0

11 17 17 0 0 0 0 8 8 0 124 124 0 0 0 0 － 0 0 0 0

12 9 9 0 1 1 0 7 7 0 61 61 0 0 0 0 － 1 0 0 1

13 9 9 0 0 0 0 5 5 0 79 79 0 1 1 0 － 3 0 0 0

14 8 8 0 0 0 0 7 7 0 92 92 0 3 3 0 － 0 0 0 0

15 10 10 0 1 1 0 4 4 0 119 119 0 0 0 0 － 0 0 0 0

16 6 6 0 0 0 0 10 10 0 177 177 0 4 4 0 － 0 0 0 0

17 11 11 0 1 1 0 8 8 0 219 219 0 2 2 0 － 0 0 0 0

18 12 12 0 4 4 0 7 7 0 167 167 0 1 1 0 － 0 0 0 0

19 6 6 0 0 0 0 9 9 0 130 130 0 1 1 0 9 1 0 0 0

20 7 7 0 0 0 0 5 5 0 114 114 0 1 1 0 3 0 0 0 1

21 7 7 0 0 0 0 7 7 0 118 118 0 2 2 0 3 0 0 0 0

22 3 3 0 0 0 0 1 1 0 90 90 0 3 3 0 15 0 0 0 0

23 4 4 0 0 0 0 11 11 0 88 88 0 0 0 0 17 0 0 0 0

24 5 5 0 0 0 0 6 6 0 42 42 0 1 1 0 29 0 0 0 0

25 7 7 0 0 0 0 5 5 0 74 74 0 0 0 0 10 0 0 0 0

26 3 3 0 0 0 0 2 2 0 101 101 0 0 0 0 25 0 0 0 0

27 7 7 0 0 0 0 3 3 0 64 64 0 1 1 0 28 0 0 0 0

28 7 7 0 1 1 0 3 3 0 71 69 0 0 0 0 11 0 0 0 0

29 3 3 0 0 0 0 5 5 0 55 57 0 1 1 0 29 0 0 0 0

30 5 5 0 0 0 0 8 8 0 109 109 0 11 11 0 5 0 0 0 0

R元 3 3 0 0 0 0 6 6 0 111 111 0 0 0 0 19 0 0 0 0

2 1 1 0 0 0 0 0 0 0 41 41 0 0 0 0 13 0 0 0 0

3 0 0 0 0 0 0 1 1 0 78 78 0 0 0 0 9 0 0 0 0

4 1 1 0 0 0 0 0 0 0 45 45 0 0 0 0 7 0 0 0 0

１　温泉法に基づく行政処分状況

区
分
年
度

新 規 掘 削 増　　　掘 動 力 装 置 法
　
８
　
条

法９条処分 原
状
回
復
命
令

浴　　用 飲　　用

温　　泉　　利　　用

承
　
　
　
継
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温泉法第３２条の規定により、温泉の掘削、増掘、動力装置の許可申請に対し、福島県

　自然環境保全審議会温泉部会を開催しました。

件 件 件 件

件 件 件 件

第７9回 令和５年２月２２日 1 0

２　自然環境保全審議会温泉部会開催状況

回 開　　催　　日
掘　 さ 　く 増　　　掘 動 力 装 置

令和３年度

３　福島県温泉保護利用対策要綱に基づく指定地域

（平成２９年３月３１日改正）

計 １ 回 合　　　　計 1 0

1

1

審　　　　議　　　　件　　　　数

常磐湯本

温泉保護地域
飯坂、土湯、磐梯熱海、郡
山市逢瀬町多田野

東山

区　　　分
該　　当　　す　　る　　温　　泉　　地

中　通　り　方　部 会　 津 　方 　部 浜　通　り　方　部

0

0

計

一 般 地 域 上記以外の地域

温泉準保護地域

天王寺・穴原、高湯、岳、
小町、湯沢の湯、天栄の
湯、羽鳥、母畑、甲子

横向、沼尻・中ノ沢、川
上、翁島、芦ノ牧、大塩・
裏磐梯、熱塩、柳津、玉
梨・八町、昭和、湯倉・橋
立、大塩、滝沢、西山、宮
下、早戸、沼沢、湯野上、
湯ノ花、木賊、檜枝岐、南
郷、只見
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４　温泉の利用状況

県   北 6 7 24 2 7 6 9 8 2 5 0 1,236.5 854.3 1 17 2,168 217,943 11 137,666

県   中 9 19 78 24 30 6 18 28 20 30 0 759.5 3,341.0 6 68 3,460 218,737 19 0

県   南 9 18 68 7 25 7 29 3 17 12 0 339.4 4,542.5 2 27 2,668 158,196 21 12,880

会   津 12 29 216 27 76 36 76 15 36 85 0 16,819.2 10,673.1 4 140 19,669 1,127,965 47 0

南会津 4 10 66 14 26 14 13 0 10 30 0 1,209.9 3,850.4 2 84 3,378 114,461 21 0

相   双 10 8 26 0 7 6 13 8 16 0 0 84.4 2,571.9 0 10 827 36,673 11 0

福島市 1 9 159 39 39 41 40 0 11 54 12 5,467.8 4,688.3 1 71 8,782 364,937 22 117,626

郡山市 1 13 81 4 47 6 24 13 25 13 0 303.1 9,594.2 1 39 4,275 287,240 22 0

いわき市 1 14 51 0 32 3 16 20 19 12 0 0.0 9,680.5 2 39 6,918 632,624 19 0

計 53 127 769 117 289 125 238 95 156 241 12 26,219.7 49,796.2 19 495 52,145 3,158,776 193 268,172

2 2 2 1 1 1 1
［2］ (0) (0) (0) (0) (0) (0)

13,519
4 4 29 24 1 5 2 1 21 (13,400)

［4］ (1) (1) (1) (0) (0) (0) (1) (0) (地熱発電の
171.3t/h除く)

1 3 8 5 3 1 7
［1］ (3) (7) (4) (3) (1) (6)

1 3 3 3 2 1
［1］ (2) (2) (2) (1) (1)

8 12 42 30 8 5 0 1 6 9 21 14,920.5 6,527.1
［8］（6） (10) （5）（5） (0) (0) (2) （8） (14,517.9) (5,560.5)

※［　］数は浴用・飲用分の温泉がある場合、内数として再掲

※（　）数は浴用・飲用にも供される温泉がある場合、内数として再掲

－

－ － －

－ －－ － － －

－

－ －

－ －
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－ － － － － －

－ －
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600.0

110
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5,485

(5,295)

計
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（1117.9) (271.5)
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自噴 動力 自噴 動力
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（B）
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（２）　他目的利用

管轄
保健所

市
町
村
数

温泉
地数

源泉
総数
A
＋
B

利用
源泉数
（A）

国民保養
温泉地年
度延宿泊
利用人数

温泉
利用
公衆
浴場
施設
数

25℃
～

42℃

飲
用
許
可
施
設
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自噴 動力

湧出量（Ｌ／分）

年度延宿泊
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（C）

温度別源泉数

動力自噴

未利用
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（B）
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25℃
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＋
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管轄
保健所

動力自噴

利用
源泉数
（A）
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資 料
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◎令和５年度薬務課事務分掌

薬事・温泉担当 024-521-7232

分 掌 事 務

１ 福島県薬事審議会に関すること
２ 地域におけるかかりつけ薬剤師・薬局の機能強化及び薬剤師確保等に係る支援事業に関すること
３ 多職種連携による薬局／薬剤師の在宅医療サービス推進事業に関すること
４ 医薬分業に関すること
５ 薬剤師法に関すること
６ 薬剤師、臨床検査技師等の免許事務に関すること
７ 薬学生実務実習に関すること
８ 薬事経済調査等に関すること
９ 「薬と健康の週間」に関すること
10 安全な血液製剤の安定供給の確保等に関する法律に関すること（血液製剤使用適正化に関することを含む）
11 国有ワクチン及びその他のワクチン等の供給に関すること
12 災害時医薬品等の備蓄、災害時における対応等に関すること
13 温泉法に関すること
14 福島県自然環境保全審議会温泉部会に関すること
15 衛生研究所に関すること
16 試験検査精度管理事業に関すること
17 保健福祉部試験研究技術会議等に関すること
18 衛生検査精度管理指導対策事業に関すること
19 各種表彰に関すること
20 公益法人等薬務関係団体の育成指導に関すること
21 予算、決算、経理及び庶務に関すること

審査・試験担当 024-521-7233

分 掌 事 務

１ 医薬品医療機器等法に関すること
２ 薬局、医薬品販売業、医療機器販売業・貸与業の許可等に関すること
３ 医薬品、医薬部外品、化粧品、医療機器の製造販売業及び製造業の許可等に関すること
４ 医療機器修理業の許可等に関すること
５ 医薬品、医薬部外品、化粧品の製造販売後安全管理（ＧＶＰ）及び品質管理（ＧＱＰ）に関すること
６ 医療機器の製造販売後安全管理（ＧＶＰ）及び品質管理（ＱＭＳ）に関すること
７ 医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品質管理（ＧＭＰ）に関すること
８ ＰＩＣ／Ｓ等ＧＭＰ調査当局会議に関すること（査察員の教育訓練を含む）
９ ＧＭＰ／ＱＭＳ調査品質管理監督システムに関すること
10 公的試験検査機関（ＯＭＣＬ）に関すること
11 認定薬局制度に関すること
12 登録販売者試験に関すること
13 薬局機能情報公表制度に関すること
14 医薬品等製造関係の講習会等に関すること
15 次世代医療産業集積プロジェクト企画運営委員会・推進会議に関すること
16 毒物及び劇物取締法に関すること
17 毒物劇物営業者等の登録等に関すること
18 毒物劇物取扱者試験に関すること
19 臨床検査技師等法に関すること
20 「放射線と健康」理解促進事業に関すること
21 避難地域薬局再開支援事業及び薬剤師研修等支援事業に関すること
22 がん診療連携拠点病院の薬局薬剤師研修支援事業に関すること
23 在宅医療エキスパート薬剤師人材育成強化事業及び無菌調剤室整備支援事業に関すること
24 後発医薬品の普及啓発に関すること
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監視指導担当 024-521-7233

分 掌 事 務

１ 薬事監視指導（医薬品等広告の適正指導を含む）に関すること
２ 毒物劇物監視指導に関すること
３ 薬事監視員の研修・講習会に関すること
４ 麻薬四法に関すること
５ 覚醒剤等薬物事犯の捜査に関すること
６ 福島県薬物乱用対策推進本部に関すること
７ 「ダメ。ゼッタイ。」福島県普及運動に関すること
８ 薬物乱用防止指導員に関すること
９ 薬物乱用防止教室に関すること
10 「地域で育む」薬物乱用防止意識醸成事業に関すること
11 薬物関連問題相談事業及び再乱用防止に関すること
12 麻薬等の免許事務に関すること
13 調剤事故・調剤過誤に関すること
14 医薬品等苦情相談事業に関すること
15 医薬品副作用被害救済制度に関すること
16 監視指導に係る統計事務に関すること
17 認知症対応薬局推進事業に関すること
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 （令和４年４月１日現在）

薬事
監視員

毒物劇物
監視員

覚醒剤
監視員

麻薬
取締員

麻薬立入
検査員

採血及び
供血あっ
せん立入
検査員

薬   剤   師 10 10 10 2 10 10

一 般 事 務 0 0 0 0 0 0

計 10 10 10 2 10 10

薬剤師(上記
以外の技術
吏員を含む)

26 26 26 0 26 26

一 般 事 務 0 0 0 0 0 0

計 26 26 26 0 26 26

薬剤師(上記
以外の技術
吏員を含む)

3 0 0 0 0 0

一 般 事 務 0 0 0 0 0 0

計 3 0 0 0 0 0

薬剤師(上記
以外の技術
吏員を含む)

39 36 36 2 36 36

一 般 事 務 0 0 0 0 0 0

計 39 36 36 2 36 36

監　視　員　等　配　置　状　況

区　　　分

本 庁

保健所

衛生研究所

計
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福 島 県 薬 事 審 議 会 条 例
（昭和36年3月31日 福島県条例第５号）

改正 昭和44年３月20日条例第21号

昭和47年３月25日条例第19号

平成16年12月24日条例第88号

平成26年10月 3日条例第80号

（この条例の目的）

第１条 この条例は 昭、 （医薬品 医療機器等の品質 有効性及び安全性の確保等に関する法律、 、

和３５年法律第１４５号）第３条の規定に基づき、福島県薬事審議会の設置、組織

及び運営に必要な事項を定めることを目的とする。

（設置）

第２条 知事の諮問に応じ、薬事に関する重要事項を調査審議させるため、福島県薬事審

議会（以下「審議会」という ）を置く。。

（組 織）

第３条 審議会は、１５人以内の委員で組織する。

２ 特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、審議会に臨時委員を置くこ

とができる。

第４条 審議会の委員及び臨時委員は、次の各号に掲げる者のうちから知事が委嘱し、又

は任命する。

（１） 薬事関係の団体を代表する者

（２） 学識経験を有する者

（３） 福島県職員

２ 前項第１号又は第２号に掲げる者のうちから委嘱された委員の任期は２年とし、

再任されることを妨げない。委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者

の残任期間とする。

、 、 。３ 臨時委員は 当該特別の事項の調査審議が終了したときは 退任するものとする

（会 長）

第５条 審議会に会長を置き、委員の互選によってこれを定める。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 会長に事故があるときは、あらかじめ委員のうちから互選された者がその職務を

行う。

（会 議）

第６条 審議会は、会長が招集する。

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは会長の決する

ところによる。

４ 臨時委員は、当該特別の事項について会議を開き、議決を行う場合には、前二項

の規定の適用については、委員とみなす。

（雑 則）

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関して必要な事項は、会長が定め

る。
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（昭４４条例２１・旧第８条繰上）

附 則

この条例は、昭和３６年５月１日から施行する。

附 則（昭和４４年３月２０日条例第２１号）

この条例は、昭和４４年４月１日から施行する。

附 則（昭和４７年３月２５日条例第２１号）

１ この条例は、公布の日から施行する。

２ この条例施行の際、現に薬事関係の団体を代表する者のうちから委嘱されている福島

県薬事審議会の委員の任期については、この条による改正後の福島県薬事審議会条例第

４条第２項の規定にかかわらず、昭和４７年３月３１日までとする。

附 則（平成１６年条例第８８号）

この条例は、平成１７年４月１日から施行する。

附 則（平成２６年条例第８０号）

この条例は、薬事法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第８４号）の施行の日から施

行する （施行の日＝平成２６年１１月２５日）。

〈参 考〉

地方薬事審議会に関する事項

１ 地方薬事審議会は、都道府県知事の諮問機関として薬事（医療用具に関する事項を含

む。以下同じ ）に関する重要事項につき学識経験者、関係業界等の意見をきき、適切な。

行政運営を行うためのものであるので、法律上は任意設置とされているが、なるべく審

議会を設置することが望ましいこと。

２ 地方薬事審議会の審議事項としては、おおむね次の事項が考えられること。

（１）薬事従事者の研修その他資質の向上に関する事項

（２）薬事衛生思想の普及向上に関する事項

（３）医薬品等の取扱いの適正に関する事項

（４）医薬品等の広告の適正に関する事項

（５）農薬等毒物又は劇物による危害防止に関する事項

（６）薬用植物の栽培指導等薬用資源の開発に関する事項

（７）医薬品等の生産、輸出等の振興助成に関する事項

（８）医薬品等の円滑な流通に関する事項

（９）その他薬事の振興に関する事項

なお、都道府県の実情に応じ、薬事に関する都道府県の固有事務については、これら

以外の事項を審議事項としてもさしつかえなく、また、これらの事項のうち必要と思わ

れるもののみを審議事項としてもさしつかえないこと。

ただし、この法律に基づき都道府県知事の権限に属する事務である許可品目の指定等

は、審議事項とはならないものであること。

３ 地方薬事審議会の委員の数は、各都道府県の実情に応じ適宜定めるものとし、その選

出は、学識経験者、薬事関係業界、関係行政機関等の分野から公平に行うこと。
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氏　　　名 所属団体 職　　　名

1 青田　知也 （一社）福島県医薬品配置協会 副会長

2 五十嵐　稔 （公社）福島県歯科医師会 専務理事

3 市川　より子 （公社）福島県看護協会 常務理事

4 黒田　純子 公立大学法人福島県立医科大学医学部附属病院 薬剤部長

5 斉藤　麻希 医療創生大学 准教授

6 佐藤　亜希子 奥羽大学 薬学部　准教授

7 佐藤　早苗 福島県消費者団体連絡協議会 役員（会計）

8 髙橋　民子 （一財）福島県婦人団体連合会

9 東條　賢治 （一社）福島県薬事工業協会 理事長

10 富田　哲 福島大学 教育推進機構　特任教授

11 長岐　昇 福島県医薬品卸組合
東北アルフレッサ（株）
薬事室長

12 芳賀　智子 ファーコス薬局福島駅前 薬局長

13 長谷川　祐一 （一社）福島県薬剤師会 会長

14 廣木　克俊 （一社）福島県医薬品登録販売者協会

15 矢吹　孝志 （一社）福島県医師会 副会長

令和５年２月８日現在（五十音順）

福　島　県　薬　事　審　議　会　委　員　名　簿
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福 島 県 薬 物 乱 用 対 策 推 進 本 部 要 綱 

（設　置　目　的）

第１条　薬物乱用防止対策について関係諸機関等相互の密接な連携を図ると共に総合的かつ効果的な対策

　　　を推進するため、福島県薬物乱用対策推進本部（以下「本部」という。）を置く。

（所　掌　事　務）

第２条　本部は前条の目的を達成するため、次の事項について協議する。

　(1)薬物乱用防止に関する啓発、指導

　(2)薬物乱用防止に関する情報交換及び相互連絡

　(3)その他薬物乱用防止対策に関する必要事項

（組　　　　　織）

第３条　本部は、本部長、副本部長、本部員をもって組織する。

　２　本部長は、知事の職務を代理する副知事の順序を定める規則で定める第２順位副知事の職にある者

　　をもってあてる。

　３　副本部長は、保健福祉部長をもってあてる。

　４　本部長が、必要と認める時は、下部組織を置くことができる。

　５　本部員は、次に掲げるもののうちから本部長が委嘱または指名する。

　　(1)県

　　(2)国の出先機関の職員

　　(3)その他本部長が適当と認める者

（職　　　　　務）

第４条　本部長は、本部を総括し、本部会の議長となる。

　２　副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故あるときはその職務を代理する。

（会 議 の 招 集）

第５条　本部会は必要に応じて本部長が招集する。

（幹　　　　　事）

第６条　本部に幹事若干人を置く。

　２　幹事は、県の職員のうちから本部長が指名する。

　３　幹事は、所掌事務について本部員を補佐する。

（庶　　　　　務）

第７条　本部の庶務は、県保健福祉部健康衛生総室薬務課において処理する。

（補　　　　　則）

第８条　この要綱の定めるもののほか、本部の運営に関し必要な事項は、本部長が別に定める。

　　附　　則

　この要綱は、昭和４９年１１月３０日から施行する。

　この要綱は、昭和５６年　６月２３日から施行する。

　この要綱は、平成　６年　４月　１日から施行する。

　この要綱は、平成１５年　４月　１日から施行する。

　この要綱は、平成２０年　４月　１日から施行する。

　この要綱は、平成２７年　４月　１日から施行する。
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区　　分 役　　　　　職　　　　　名 氏　　　名 備　　　考

本 部 長 福 島 県 副 知 事 井 出 孝 利

副本部長 福 島 県 保 健 福 祉 部 長 國 分 守

本 部 員 福 島 地 方 検 察 庁 検 事 小 澤 早 央 里 担 当 検 事

〃 福 島 刑 務 所 長 五 十 嵐 定 一

〃 福 島 少 年 鑑 別 所 長 川 島 ゆ か

〃 福 島 保 護 観 察 所 長 五 十 嵐 達

〃 仙 台 出 入 国 在 留 管 理 局 郡 山 出 張 所 長 池 田 一 樹

〃 横 浜 税 関 小 名 浜 税 関 支 署 長 山 﨑 幸 彦

〃 福 島 海 上 保 安 部 警 備 救 難 課 長 菅 家 司

〃 東 北 厚 生 局 麻 薬 取 締 部 長 大 渕 朗 裕

〃 福 島 労 働 局 雇 用 環 境 ・ 均 等 室 長 辺 田 幸 子

〃 公 立 大 学 法 人 福 島 県 立 医 科 大 学 教 授 矢 部 博 興
神 経 精 神 医 学
講 座

〃 福 島 県 市 長 会 事 務 局 長 小 松 信 之

〃 福 島 県 町 村 会 事 務 局 長 安 田 清 敏

〃 福 島 県 保 健 所 長 会 加 藤 清 司
担 当 所 長
（ 県 北 保 健 所 ）

〃 公益財団法人福島県暴力追放運動推進センター理事長 佐 藤 稔

〃 福 島 県 保 健 福 祉 部 次 長 （ 健 康 衛 生 担 当 ） 伊 藤 賢 一

〃 福 島 県 総 務 部 広 報 課 長 根 本 卓 也

〃 福 島 県 総 務 部 市 町 村 行 政 課 長 佐 藤 み ゆ き

〃 福 島 県 保 健 福 祉 部 保 健 福 祉 総 務 課 長 郡 司 博 道

〃 福 島 県 保 健 福 祉 部 障 が い 福 祉 課 長 長 谷 川 守

〃 福 島 県 保 健 福 祉 部 食 品 生 活 衛 生 課 長 金 澤 賢 一

〃 福 島 県 保 健 福 祉 部 薬 務 課 長 風 間 秀 元

〃 福島県保健福祉部こども未来局こども・青少年政策課長 阿 部 秀 宏

〃 福 島 県 保 健 福 祉 部 こ ど も 未 来 局 児 童 家 庭 課 長 渡 邉 昌 明

〃 福 島 県 精 神 保 健 福 祉 セ ン タ ー 所 長 畑 哲 信

〃 福 島 県 商 工 労 働 部 雇 用 労 政 課 長 丹 治 貴 子

〃 福 島 県 教 育 庁 社 会 教 育 課 長 渋 川 卓 也

〃 福 島 県 教 育 庁 健 康 教 育 課 長 佐 藤 隆 宏

〃 福 島 県 警 察 本 部 刑 事 部 組 織 犯 罪 対 策 課 長 佐 藤 昭 仁

〃 福島 県 警察 本 部生 活 安 全部 少年女性 安全対策 課長 伊 藤 修 弘

区　　分 役　　　　　職　　　　　名 氏　　　名 備　　　考

幹 事
福 島 県 保 健 福 祉 部 こ ど も 未 来 局 こ ど も ・ 青 少 年 政 策 課
総 括 主 幹 兼 副 課 長

岡 田 雅 子

〃 福 島 県 教 育 庁 健 康 教 育 課 指 導 主 事 木 滑 澄 枝

〃
福 島 県 警 察 本 部 刑 事 部 組 織 犯 罪 対 策 課
薬 物 銃 器 対 策 補 佐

渡 部 宙

〃 福 島 県 保 健 福 祉 部 薬 務 課 主 幹 兼 副 課 長 眞 壁 勝

福島県薬物乱用対策推進本部員・幹事名簿

（令和４年４月１日現在）
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福島県献血推進協議会設置要綱 

 
（設　置） 
第１条　献血思想の普及をはかり、献血制度の適正な運営を確保するため、福島県献血推

　進協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事務） 
第２条　協議会は次に掲げる事項を協議する。 

　(1) 献血思想の普及に関すること。 

　(2) 採血計画及び血液製剤の供給計画に関すること。 

　(3) 献血組織の育成及び献血登録者の確保に関すること。 

　(4) 血液製剤の使用適正化に関すること。 
　(5) その他献血の推進に関すること。 

（組　織） 
第３条　協議会は、会長、副会長及び委員をもって組織する。 

２　会長は、知事の職務を代理する副知事の順序を定める規則で定める第２順位副知事の
　職にある者をもって充て、副会長は、保健福祉部長をもって充てる。 

３　委員は、学識経験を有する者、関係団体、関係行政機関及びその他適当と認められる
　者とし、別表に掲げる職をもって充てる。 

４　会長は、会務を総理し、協議会を代表する。 
５　副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、その職務を代理する。 

（会　議） 
第４条　協議会の会議は、会長が必要に応じ招集し、主宰する。 

２　会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

（専門委員会） 
第５条　協議会に、必要に応じて、特定の事項を協議するために専門委員会を置くことが
　できる。 

２　専門委員会は、会長が指名した協議会委員及びその他必要と認められる者で組織し、

　当該特定の事項に関する協議が終了したときは解散する。 

３　専門委員会に委員長を置き、専門委員会に属する専門委員のうちから会長が指名する。 
４　委員長は、会長の指揮を受け会務を掌理し、専門委員会の経過及び結果を会長に報告

　する。 

５　専門委員会の運営、その他に関し必要な事項は、会長が定める。 

（幹　事） 
第６条　協議会に幹事を置き、別表に掲げる職をもって充てる。 

２　幹事は、会長の命を受けて協議会の事務を行う。 

（庶　務） 

第７条　協議会の庶務は、保健福祉部健康衛生総室薬務課において処理する。 

（補　則） 
第８条　この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、会長が定める。 

　　　附　則 
１　この要綱は、昭和６１年１１月６日から施行する。 

２　福島県献血推進会議要綱（昭和４６年６月１日施行）は、廃止する。 

　　　附　則 

　この要綱は、平成６年４月１日から施行する。 
　　　附　則 
　この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

　　　附　則 

　この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 
      附　則 

　この要綱は、平成２５年１月１日から施行する。 

　　　附　則 

　この要綱は、平成２６年１２月１日から施行する。 
　　　附　則 

　この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
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（別　表） 

福島県献血推進協議会委員・幹事名簿 

 

 職        務  　　 機 関 ・ 団 体 等  職         名

 会        長   福 島 県  副 知 事 

 副 会 長   福 島 県 保 健 福 祉 部  部　　　　長 

 委        員   公立大学法人福島県立医科大学附属病院輸血・移植免疫部  部　　　　長 

      〃  福 島 県 医 師 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 病 院 協 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 薬 剤 師 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 商 工 会 議 所 連 合 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 商 工 会 連 合 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 青 少 年 団 体 連 絡 協 議 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 連 合 青 年 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 婦 人 団 体 連 合 会  会　　　　長 

      〃  日 本 労 働 組 合 総 連 合 会 福 島 県 連 合 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 高 等 学 校 長 協 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 私 立 中 学 高 等 学 校 協 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 市 長 会  会　　　　長 

      〃  福 島 県 町 村 会  会　　　　長 

      〃  日 本 赤 十 字 社 福 島 県 支 部  事 務 局 長 

      〃  福 島 県 教 育 委 員 会  教 育 長 

      〃  福 島 民 報 社  編 集 局 長 

      〃  福 島 民 友 新 聞 社  編 集 局 長 

      〃  ラ ジ オ 福 島  編 成 局 長 

　　　〃  福 島 テ レ ビ  報 道 局 長 

 幹        事  福 島 県 保 健 福 祉 部 健 康 衛 生 総 室 薬 務 課  課　　　　長 

      〃  福 島 県 赤 十 字 血 液 セ ン タ ー  所　　　　長
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福島県血液製剤使用に係わる懇談会設置要綱 

 

（設  置） 

第１条  血液製剤の使用の適正化を図るために、福島県血液製剤使用に係わる懇談会（以下

「懇談会」という。）を設置する。 

 

（所掌事務） 

第２条  懇談会は、次に掲げる事項を検討、協議する。 

　(1) 血液製剤の使用適正化の普及に関すること。 

　(2) 二次医療圏における血液製剤の使用についての問題点を整理、検討し、医療機関の　　

　　管理者等と意見交換を行うこと。 

　(3) 福島県合同輸血療法委員会の運営に関すること。 

 

（組  織） 

第３条  懇談会は、６人以上の委員で構成する。 

２  委員は次の各号に掲げる者のうちから、知事が委嘱又は任命する。 

　(1) 医療関係者 

　(2) 学識経験者 

　(3) 血液事業関係者 

　(4) 県担当職員 

 

（任  期） 

第４条  委員の任期は、２年とする。ただし補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 

（会  長） 

第５条  懇談会に会長を置き、委員の互選によって定める。 

２  会長は、会務を総括し、会議の議長となる。 

３  会長に事故ある時は、委員のうちからあらかじめ互選された者が、その職務を代理する。 

 

（会議の召集） 

第６条  懇談会の会議は、必要に応じ知事が召集する。 

 

（庶  務）   

第７条  懇談会の庶務は、福島県保健福祉部健康衛生総室薬務課において行う。 

 

      附    則 

  １  この要綱は、平成４年１月１７日から施行する。 

  ２  第４条の規定にかかわらず、平成３年度に委嘱又は任命する委員の任期は平成５年　　

　　３月３１日とする。 

 

      附    則 

  １  この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

 

　　　附　　則 

  １　この要綱は、平成１９年６月１１日から施行する。 

 

　　　附　　則 

  １　この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

- 67 -



 

福島県血液製剤使用に係わる懇談会委員名簿  

 

令和４年９月１５日現在  

委 員 名 推 薦 団 体 名 勤 務 先 ・ 役 職 名

今野　　修  一般社団法人  福島赤十字病院（非常勤嘱託）  

福島県医師会

池田　和彦  公立大学法人  公立大学法人福島県立医科大学  

福島県立医科大学 輸血・移植免疫学講座 主任教授

管　　桂一  一般社団法人  一般財団法人脳神経疾患研究所  

福島県病院協会 附属総合南東北病院 麻酔科 顧問

高橋　恵子  公益社団法人  公立岩瀬病院  

福島県看護協会 師長補佐

渡辺　隆幸  一般社団法人福島県 一般財団法人太田綜合病院附属  

臨床検査技師会 太田西ノ内病院 臨床検査部 技師長

紺野　恵  一般社団法人  一般財団大原記念財団  

福島県薬剤師会 大原綜合病院　薬剤科 科長

神林　裕行  福島県  福島県赤十字血液センター 所長  

赤十字血液センター           

風間　秀元  福島県  福島県保健福祉部健康衛生総室  

薬務課 課長

（委嘱期間・任期：令和６年４月３０日まで）
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保健福祉部試験研究技術会議要綱

（趣 旨）

第１条 保健福祉部における試験検査・調査研究（以下「試験研究」という ）等の効率。

的な運営を図るため、保健福祉部試験研究技術会議（以下「技術会議」という ）を置。

く。

（審議事項）

第２条 技術会議は、次の事項について審議する。

( ) 試験研究にかかる計画の企画及び立案に関すること。1
( ) 試験研究の総合調整に関すること。2
( ) 試験研究成果の評価及びその応用、活用に関すること。3
( ) 試験研究に従事する職員の資質向上に関すること。4
( ) その他試験研究機関の体制整備等に関すること。5

（組 織）

第３条 委員は、次に掲げる職にある者をもって充てる。

( ) 保健福祉部次長（健康衛生担当）1
( ) 保健福祉総室保健福祉総務課、健康衛生総室地域医療課、食品生活衛生課及び2

薬務課の課長

( ) 県北保健福祉事務所長3
( ) 衛生研究所長4

（議 長）

第４条 技術会議に議長を置く。

２ 議長は保健福祉部次長（健康衛生担当）をもって充てる。

３ 議長は会議を招集し、技術会議に関する事務を総理する。

４ 議長に事故があるとき、または議長が不在のときは、あらかじめ議長の指名する者が

その職務を代理する。

（幹事会）

第５条 技術会議に事前調整のため幹事会を置く。

２ 幹事会は、別紙に掲げる職にある者をもって充てる。

３ 幹事長は健康衛生総室薬務課の幹事の職にある者を充てる。

４ 幹事長は幹事会を招集し、その座長となり、幹事会に関する事務を処理する。

５ 幹事長は、幹事会の審議事項について、特に必要と認めるときは、幹事長が指名した

者で構成するワーキンググループを招集することができる。

６ 幹事長に事故があるときは、幹事長が指名した者がその職務を代理する。

（意見の聴取）

第６条 議長及び幹事長は、協議上必要があると認めるときは、技術会議及び幹事会に学

識経験者、関係職員等の出席を求め、その意見を聞くことができる。

（庶 務）

第７条 技術会議の庶務は、健康衛生総室薬務課において処理する。

（補 則）

第８条 この要綱に定めるもののほか、技術会議の運営に関し必要な事項は、議長が定め

る。
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附 則

この要綱は、平成１１年４月 ９日から施行する。

この要綱は、平成１２年４月１９日から施行する。

この要綱は、平成１２年８月 ８日から施行する。

この要綱は、平成１３年４月 １日から施行する。

この要綱は、平成１４年４月１６日から施行する。

この要綱は、平成１５年４月 １日から施行する。

この要綱は、平成１６年４月 １日から施行する。

この要綱は、平成１７年４月 １日から施行する。

この要綱は、平成２０年４月 １日から施行する。

この要綱は、平成２２年４月 １日から施行する。

この要綱は、平成２７年４月 １日から施行する。

この要綱は、平成２９年４月 ３日から施行する。

この要綱は、平成３１年４月 １日から施行する。

別 紙

保健福祉部試験研究技術会議幹事名簿

所属機関名 充てる職

幹事長 健康衛生総室 薬務課 主幹、副課長又は主任主査

幹 事 保健福祉部 部主幹

幹 事 保健福祉部 企画主幹

幹 事 健康衛生総室 地域医療課 主幹、副課長又は主任主査

幹 事 健康衛生総室 食品生活衛生課 主幹、副課長又は主任主査

幹 事 県北保健福祉事務所 生活衛生部長

幹 事 衛生研究所 副所長
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福島県衛生検査精度管理事業実施要綱 

 

（目　的） 

第１条  医療における衛生検査の重要性に鑑み、衛生検査所の検査精度の質的向上を図るこ

　とにより、県民に適切な医療を供給することを目的とする。 

 

（事業の実施主体） 

第２条  福島県衛生検査精度管理事業（以下「この事業」という。）の実施主体は福島県と

　する。 

 

（事業の内容） 

第３条　この事業は、医療機関の協力を得て、精度管理に関する学識経験者を委嘱し、次に

　掲げる業務を行うものとする。 

  (1) 精度管理に関する業務 

  (2) 精度管理調査検討に関する業務 

  (3) 衛生検査所の実態調査及び立入検査に関する業務 

  (4) 精度管理等研修会の企画及び実施に関する業務 

  (5) その他精度管理の向上に関する業務 

 

（委員会の設置） 

第４条  この事業を円滑に実施するため、福島県衛生検査精度管理委員会（以下「委員会」

　という。）を設置する。 

  ２  委員会の組織、所掌事務及び委員その他の職員については、別に定める。 

 

（事業の実施方針等） 

第５条  この事業の実施方針については、毎年度当初に委員会で協議して決定する。 

 

      付　則 

　１　この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

　２　福島県衛生検査精度管理事業実施要綱（平成２年２月５日）は、廃止する。 
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福島県衛生検査精度管理委員会設置要綱 

（設　置） 

第１条  衛生検査精度管理事業を円滑に実施するため、福島県衛生検査精度管理事業実施要

　綱第４条に基づき、福島県衛生検査精度管理委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条  委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

      (1) 衛生検査所の精度管理実施方策及び実施結果に基づく改善方策を検討すること。 

      (2) 衛生検査所の指導監督の進め方を検討すること。 

      (3) 立入検査施設の選定、重点指導項目及び改善指示の内容等について協議すること。 

（組　織） 

第３条  委員会は、８人以内の委員で構成する。 
  ２  委員は次の各号に掲げる者のうちから、知事が委嘱または任命する。 

  　  (1) 医師 

      (2) 臨床検査技師又は衛生検査技師 

      (3) 学識経験のある者 

（任　期） 

第４条  委員の任期は、２年とする。ただし、補欠又は追加の委員の任期は、現任者の残任

　期間とする。 

（職　務） 
第５条  委員は、次の職務を行う。 

      (1) 精度管理に関して、知事に助言を行うこと。 

      (2) 衛生検査所の実態分析を行うこと。 

      (3) 知事が行う立入検査に同行し、精度管理面の指導助言を行うこと。 

      (4) 知事が衛生検査所に対して指示を行う際、助言を行うこと。 

（会　長） 

第６条  委員会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

  ２  会長は、会務を総括し、会議の議長となる。 

  ３  会長に事故あるときは、委員のうちから予め互選された者が、その職務を代理する。 

（会議の招集） 

第７条  委員会の会議は、必要に応じ、知事が招集する。 

  ２  知事は必要と認めたとき、前項の会議に委員以外の学識経験者を招き、意見を聞くこ

　とができる。 

（庶　務） 

第８条  委員会の庶務は、福島県保健福祉部薬務課において行う。 

 
    附　則 

  １  この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

　２　次に掲げる要綱は、廃止する。 

  （１） 福島県衛生検査精度管理専門委員会設置要綱（平成２年２月５日） 

  （２） 福島県外部精度管理調査運営委員会設置要綱（平成２年２月５日） 

  ３  この要綱に基づき、委員については新たに委嘱するものとする。 

  ４　この要綱は、平成１５年４月１日から施行する。 

  ５  この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。 

　６　この要綱は、平成２９年３月１日から施行する。 
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（令和４年７月１日現在）

氏　　名 所　属　団　体 勤　務　先　・　役　職　名

一般社団法人郡山医師会　郡山市医療介護
病院

院長

公立大学法人福島県立医科大学附属病院

一般財団法人大原記念財団大原綜合病院
臨床検査科

福島赤十字病院　検査部

福島県衛生研究所

所　　長

福島県保健福祉部薬務課

課　　長

福島県衛生検査精度管理委員名簿

原　寿夫 一般社団法人福島県医師会

大橋　一孝 一般社団法人福島県臨床検査技師会

佐藤　康弘 一般社団法人福島県臨床検査技師会

吉田　憲治 一般社団法人福島県臨床検査技師会

菅野　昭人 福島県

風間　秀元 福島県

- 73 -



福島県試験検査精度管理事業実施要綱

（目 的）

第１条 試験検査の高度化、複雑化に対応するため、検査方法、試薬、使用器具、材料の保

管等試験検査実施上の問題点を検討し、もって試験検査に対する精度の向上を図るこ

とを目的とする。

（事業の実施主体）

第２条 試験検査精度管理事業（以下「この事業」という ）の実施主体は、福島県とする。。

（事業の内容）

第３条 この事業は、あらかじめ調整された検体について、試験検査を実施し、検査成績の

正確度及び精密度を検討する。

２ この事業の実施区分は、次による。

理化学検査 食品化学検査 細 菌 検 査 臨 床 検 査

（事業の実施対象及び委託契約）

第４条 この事業の実施対象は、県の試験検査機関及びこの事業に参加を希望する市町村並

びに民間検査機関とする。

２ この事業の実施区分ごとに必要な経費（以下「負担金」という ）は、福島県知事が。

別に定めるものとする。

３ この事業への参加を希望する市町村及び民間検査機関は、様式１により、福島県知

事あてに参加申込書を提出するものとする。

４ 参加機関は、申込み締切後３週間以内に、納入通知書（福島県財務規則第４０条様式

その１）により負担金を納入するものとする。

（委員会の設置）

第５条 この事業の円滑なる実施を期するため、委員会を設置する。

２ 委員会の組織、所掌事務及び委員については、別に定める。

（事業の実施方針等）

第６条 この事業の実施方針等については、毎年当初に委員会で決定する。

この要綱は、昭和５７年４月 １日から施行する。（附 則）

この要綱は、昭和６０年４月 １日から施行する。

この要綱は、平成 ９年４月 １日から施行する。

この要綱は、平成１４年４月１６日から施行する。

この要綱は、平成１６年６月１５日から施行する。

この要綱は、平成３０年４月 １日から施行する。
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福島県試験検査精度管理委員会設置要領
（設 置）
第１条 試験検査精度管理事業（以下「この事業」という ）を円滑に実施するため、福島県試験。

検査精度管理事業実施要綱第５条に基づき、福島県試験検査精度管理委員会（以下「委員会」と
いう ）を設置する。。

（組 織）
第２条 委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。
２ 委員長は、福島県衛生研究所長をもってあて、副委員長は、福島県保健福祉部健康衛生総室薬

務課長をもってあてる。
３ 委員は、福島県関係各総室等にあっては別表の職にある者をもってあて、関係市町村、民間検

査機関にあっては各々の代表とする。委員の任期は２年とする。ただし再任を妨げない。任期の
中途において委嘱された委員の任期は、他の委員の残任期間とし、補欠委員の任期は、前任委員
の残任期間とする。

（業 務）
第３条 委員会は、次の業務を行う。
（１） この事業の実施方針の決定
（２） その他、この事業を実施するうえで必要な事項

（運 営）
第４条 委員長は会務を総括する。
２ 委員長に事故あるときは、副委員長が、その職務を代理する。

（幹事会）
第５条 委員会に事前調整のため幹事会を置く。
２ 幹事長及び幹事は、委員長が指名をする。
３ 幹事長は幹事会を召集し、その座長となり、幹事会に関する事務を処理する。

（専門部会）
第６条 委員長は、特別の事項を調査、検討する必要があると認める場合には、委員会の中に専門

部会を置くことができる。

（意見の聴取）
第７条 委員長及び幹事長は、協議上必要と認めるときは、委員会及び幹事会に学識経験者、関係

職員等の出席を求め、その意見を聞くことができる。

（事務局）
第８条 委員会の事務局は福島県保健福祉部健康衛生総室薬務課に置く。

（補 則）
第９条 この要領に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員長が別に定める。

（附 則）
この要領は、昭和５７年 ４月 １日から施行する。
この要領は、昭和６１年 ４月 １日から施行する。
この要領は、平成 ５年 ４月 １日から施行する。
この要領は、平成 ９年 ４月 １日から施行する。
この要領は、平成１１年 ５月１７日から施行する。
この要領は、平成１３年 ４月 １日から施行する。
この要領は、平成１４年 ４月１６日から施行する。
この要領は、平成１５年 ４月 １日から施行する。
この要領は、平成２０年 ４月 １日から施行する。
この要領は、平成２２年 ４月 １日から施行する。
この要領は、平成２６年 ４月 １日から施行する。
この要領は、平成２７年 ４月 １日から施行する。
この要領は、平成２７年１０月 １日から施行する。
この要領は、平成３１年 ４月 １日から施行する。
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別 表

保健福祉部 健康衛生総室地域医療課長、健康衛生総室食品生活衛生課長

県北保健福祉事務所長

生活環境部 環境共生総室水・大気環境課長、環境創造センター調査・分析部長

商工労働部 計量検定所長

福島県試験検査精度管理委員会名簿

（令和４年４月１日現在）

職 氏 名 所 属 職 名

委 員 長 衛生研究所 所 長菅野 昭人

副委員長 健康衛生総室 薬務課 課 長風間 秀元

委 員 健康衛生総室 地域医療課 課 長玉 川 啓

委 員 健康衛生総室 食品生活衛生課 課 長金澤 賢一

委 員 環境共生総室 水・大気環境課 課 長小池 由浩

委 員 計量検定所 所 長荒川 隆男

委 員 県北保健福祉事務所 所 長加藤 清司

委 員 環境創造センター調査・分析部 部 長國井 芳彦

委 員 郡山市上下水道局 水 質 管 理 室 長佐 藤 敦

田邉 真一 信頼性確保委員会委員長委 員 福島県環境測定・放射能計測協会

福島県試験検査精度管理委員会幹事名簿

職 氏 名 所 属 職 名

幹 事 長 衛生研究所 副 所 長伊 藤 隆

幹 事 衛生研究所 微 生 物 課 長木幡 裕信

幹 事 衛生研究所 理 化 学 課 長金 成 徹

幹 事 衛生研究所 試 験 検 査 課 長河野 裕子

幹 事 環境創造センター 環 境 調 査 課 長國井 芳彦

幹 事 健康衛生総室 薬務課 専 門 薬 剤 技 師伊藤 純子

学識経験者 公益財団法人 環 境 衛 生 課 長荒明 弘光

福島県保健衛生協会
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（抜粋）自然環境保全法

（昭和４７年６月２２日 法律第85号）

（一部改正平成３年５月２１日法律第79号）

（一部改正平成１１年７月１６日法律第87号）

（都道府県における自然環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関）

第５１条 都道府県に、都道府県における自然環境の保全に関する審議会その他の合議制の機関

を置く。

２ 前項の審議会その他の合議制の機関は、温泉法（昭和２３年法律第１２５号）及び鳥獣の

保護及び 狩猟の適正化に関する法律（平成１４年法律第８８号）の規定によりそ管理並びに

の権限に属させられた事項を調査審議するほか、都道府県知事の諮問に応じ、当該都道府県

における自然環境の保全に関する重要事項を調査審議する。

３ 第１項の審議会その他の合議制の機関の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条

例で定める。

（抜粋）福島県自然環境保全条例
（昭和４７年１０月２０日 福島県条例第55号）

（一部改正平成４年３月２４日福島県条例第36号）

（一部改正平成１２年３月２４日福島県条例第29号）

（一部改正平成１４年３月２６日福島県条例第８号）

第６章 福島県自然環境保全審議会

（名称）

第２６条の２ 自然環境保全法第５１条第１項の合議制の機関の名称は、福島県自然環境保全審

議会(以下「審議会」という。)とする。

（組織）

第２７条 審議会は、委員２７人以内で組織する。

２ 審議会に、専門の事項を調査審議させるため必要があるときは、専門委員若干人を置くこ

とができる。

３ 委員及び専門委員は、学識経験を有する者のうちから、知事が任命する。

（委員の任期）

、 。 、 、 。第２８条 委員の任期は ２年とする ただし 補欠の委員の任期は 前任者の残任期問とする

２ 委員は、再任されることができる。

、 、 。３ 専門委員は 当該専門の事項に関する調査審議が終了したときは 解任されるものとする

（会長及び副会長）

第２９条 審議会に、会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。

２ 会長は、会務を総理する。

（規則への委任）

第３０条 第２６条の２から前条までに定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関して必要

な事項は、規則で定める。

- 77 -



（抜粋）福島県自然環境保全条例施行規則

（昭和４７年１１月１７日福島県規則第７３号）

（一部改正平成４年３月２４日福島県規則第１６号）

（一部改正平成１２年４月１日福島県規則第１１４号）

（一部改正平成１４年３月２６日福島県規則第２０号）

第５章 福島県自然環境保全審議会

（組織）

第２８条 条例第２７条第３項の規定による審議会の委員の任命は、次の各号に掲げる者の区分

に応じ、当該各号に掲げる人数の範囲内で行うものとする。

２ 関係行政機関の職員２人

３ 市町村の長２人

４ その他の学識経験を有する者２３人

（専門委員）

第２９条 専門委員は、審議会及び第３２条に規定する部会の会議に出席し、意見を述べること

ができる。

（会長の職務の代理）

第３０条 会長に事故があるときは、副会長が、その職務を代理する。

（会議）

第３１条 審議会の会議は、会長が招集する。ただし、審議会の委員の任期満了に伴い新た 組に

織された審議会の最初に開催する会議は、知事が招集する。

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をすることができな

い。

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長の決する

ところによる。

（部会）

第３２条 審議会は、その定めるところにより、部会を置くことができる。

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員の互選により定める。

４ 部会長は、部会の事務を掌理する。

５ 部会長に事故があるときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじめ指名する委

員が、その職務を代理する。

６ 部会の会議は、会長が招集する。

７ 部会の会議は、部会に属する委員の過半数が出席しなければ、会議を開き、議決をするこ

とができない。

８ 部会の議事は、出席した部会に属する委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、部

会長の決するところによる。

９ 審議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって審議会の議決とすることができ

る。

（幹事）

第３３条 審議会に、幹事若干人を置く。

２ 幹事は、県の職員のうちから、知事が任命する。

３ 幹事は、審議会の所掌事務について、委員及び専門委員を補佐する。

（その他）

、 、第３４条 この規則に定めるもののほか 審議会に議事その他審議会の運営に関し必要な事項は

会長が審議会にはかって定める。

- 78 -



福島県温泉保護利用対策要綱

第１ 目的

この要綱は、温泉源の衰退、枯渇、温度の低下等を防止し、温泉源の恒久的保護と温泉の

適正な利用の推進を図ることを目的とする。

第２ 定義

この要綱でいう用語は、次のとおりとする。

( ) 「温泉」及び「温泉源」とは、温泉法（昭和２３年法律第１２５号。以下「法」とい1
う ）第２条第１項に規定する「温泉」及び同条第２項に規定する「温泉源」をいう。。

( ) 「源泉」とは、温泉がゆう出している出口及びゆう出路をいう。2
( ) 「距離」とは、水平距離をいう。3
( ) 「他目的掘削」とは、温泉をゆう出させる目的以外の目的で土地を掘削することをい4

う。

第３ 地域の設定

次の区分により、地域を設定する。なお、その地域は別表のとおりとする。

( ) 温泉保護地域（以下 「保護地域」という ）1 、 。

( ) 温泉準保護地域（以下 「準保護地域」という ）2 、 。

( ) 一般地域3

第４ 各地域における規制

それぞれの地域における規制は、次のとおりとする。

( ) 保護地域における規制1
、 。ア 法第３条第１項に基づく温泉掘削については 次の場合を除いて認めないものとする

(ｱ) 保護地域内における温泉を集中管理するために掘削を行うとき。

(ｲ) 保護地域内における既存源泉が公共事業により埋没されたため、補償泉として掘削

を行うとき。

(ｳ) 自治体、組合等が、保護地域内における源泉のゆう出量の減少を補うために掘削を

行うとき。

(ｴ) 保護地域内における既存源泉が天災等により損壊したため、原状に復旧させる目的

で掘削を行うとき。

イ 法第１１条第１項に基づく温泉の増掘又は動力装置の設置については、前記（ア）～

300m（エ）に該当する場合及び増掘又は動力装置の設置の地点を中心として半径

以内の距離に存在する既存源泉（未利用源泉を除く）の所有者又は管理者の同意を得

たものであって、地域の実情から適当と思われる場合にのみ認めるものとする。

( ) 準保護地域における規制2
ア 法第３条第１項に基づく温泉掘削については、次の同意書を添付するものであって、

適当と思われる場合に認めるものとする。
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(ｱ) 準保護地域内の既存源泉（許可済のものを含み、未利用源泉を除く）の所有者又は

管理者等の同意書〔ただし、掘削予定地点を中心として半径 以内の距離に、1,000m
保護地域又は準保護地域の既存源泉（許可済のものを含み、未利用源泉を除く）が存

在し、その所有者又は管理者等の同意を得ている場合には、 を越えるものの1,000m
同意は、省略することができる 〕。

(ｲ) 掘削予定地点を中心として半径 以内の距離に一般地域の既存源泉（許可済300m
のものを含み、未利用源泉を除く）がある場合には、その所有者又は管理者等の同意

書

イ 法第１１条第１項に基づく温泉の増掘又は動力装置の設置については、増掘又は動力

装置の設置の地点を中心として半径 以内の距離に存在する既存源泉（許可済300m
、 ） 、のものを含み 未利用源泉を除く の所有者又は管理者等の同意を得たものであって

適当と思われる場合に認めるものとする。

( ) 一般地域における規制3
ア 法第３条第１項に基づく温泉掘削については、適当と思われる場合に認めるものとす

る。ただし、次の場合には、同意書の添付を要する。

(ｱ) 掘削予定地点を中心として半径 以内の距離に保護地域又は準保護地域の既1,000m
存源泉（許可済のものを含み、未利用源泉を除く）がある場合には、その所有者又

は管理者等の同意書

(ｲ) 掘削予定地点を中心として半径 以内の距離に一般地域の既存源泉（許可済300m
のものを含み、未利用源泉を除く）がある場合には、その所有者又は管理者等の同意

書

イ 法第１１条第１項に基づく温泉の増掘及び動力装置の設置については、適当と思われ

る場合に認めるものとする。

第５ 工法の制限

温泉の掘削は、原則として垂直掘りとする。

ただし、地熱開発については、自然環境の保全上、止むを得ない場合に限って斜掘を認め

るものとする。

また、この場合前第４に規定する規制については、掘削予定地点から斜掘線上すべての地

点（掘削後にあっては掘削地点から斜掘線上すべての地点）について適用するものとする。

第６ 源泉の管理

源泉については、ゆう出口において泉温、ゆう出（揚湯）量及び水位の測定が容易にでき

る構造にするものとする。

第７ 廃止及び未利用等の源泉に対する措置

１ 代替掘削を行ったときの旧源泉、整理統合により廃止した源泉及びその他の事由により温

泉の採取が不要となった源泉は、埋め戻しさせる等の措置を講ずるものとする。

２ 掘削等を終了した源泉は、原則として１年以内に適正な利用を行わせるものとし、利用す

るまでの間、放流を停止又は制限させる等の措置を講ずるものとする。
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３ 長期にわたり未利用の源泉及び今後利用する意思のない源泉は、埋め戻しさせる等の措置

を講ずるものとする。

第８ 他目的掘削に対する措置

それぞれの地域における他目的掘削の取扱いは、次のとおりとする。

( ) 保護地域及び準保護地域における措置1
他目的掘削においてゆう水があったときは、鉱泉分析を実施させ、その結果、温泉に該

当した場合には、工事箇所を原状に復させるものとする。

また、ゆう水がなくとも既存源泉に著しい影響を及ぼした場合も同様とする。

( ) 一般地域における措置2
他目的掘削においてその掘削地点から半径３００ｍ以内の距離に既存源泉がある場合、

又は半径１，０００ｍ以内の距離に保護地域若しくは準保護地域の既存源泉がある場合に

は、前記措置に準じて行うものとする。

第９ 温泉集中管理事業の推進

温泉の有効利用を図るため、源湯から配湯までを集中管理することによって温泉の枯渇

及び湯量不足を解消するものである。

よって、今後とも温泉集中管理事業の積極的な推進を図るものとする。

第 健康増進のための温泉利用の推進10
１ 温泉の保健的利用

古くから温泉は、国民の保養又は療養のために広く利用されてきており、今後とも温泉

、 。 、の有する保健的効果を積極的に推進するため 施設の整備の充実を図る必要がある また

温泉の飲用による医学的効果も期待されていることから、飲用利用について推進を図るも

のとする。

２ 正しい温泉利用の普及

温泉の利用効果を高めるために、温泉を利用させる側に当該温泉に対する正しい認識がな

ければならない。また、温泉を利用する側に対しても温泉の利用について正しい認識を持た

せるために啓発活動を通して浸透を図るものとする。

なお、特に温泉を療養の目的で利用する場合には、専門医師の適切な指導の下に利用する

ものとする。

３ 国民保養温泉地等について

本県では岳、新甲子及び土湯・高湯 二岐・岩瀬湯本・天栄がそれぞれ国民保養温並びに

泉地に指定されているが、この他にも泉質、自然環境等が良好な温泉が多くあるので、これ

らの温泉の国民保養温泉地の指定について推進を図るものとする。

なお、既に国民保養温泉地に指定されている温泉については、療養効果のある温泉源を保

、 、 、護するとともに 温泉の有する保健的効能を十分活用するために 必要な施設の整備を図り

国民保健温泉地として育成を図るものとする。

附 則
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１ この要綱は、平成２年４月１日から施行する。

２ 福島県温泉利用保全総合計画（昭和５５年３月２１日付５５薬第３９８号）は、廃止する。

３ 福島県温泉保護開発計画（昭和５６年３月３０日付５６薬第４３９号）は、廃止する。

附 則

この要綱は、平成１２年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１３年１月１６日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１４年４月２２日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１５年５月１６日から施行する。

附 則

この要綱は、平成１６年３月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２９年３月３１日から施行する。
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益　子 　　　保 益子温泉調査事務所

渡 邊 慎 太 郎 福島県弁護士会

小 島 原 一 枝 一般社団法人福島県薬剤師会

長　橋　良　隆 福島大学共生システム理工学類

石　井　敦　子 一般社団法人日本温泉気候物理医学会
温泉療法医会

梅　 村　 　 順 日本大学工学部　土木工学科

遠　藤　淳　一 福島県温泉協会

福島県自然環境保全審議会委員名簿

（温 泉 部 会 所 属）

（令和４年１０月１日現在）

氏　　　　　　　名 勤　務　先　又は　職　名

浅　沼　　　 宏 国立研究開発法人　産業技術総合研究所
再生可能エネルギー研究センター
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福島県後発医薬品安心使用促進協議会設置要綱

（趣旨及び設置）

第１条 医療関係者等をはじめ県民への後発医薬品にかかる理解の向上と、患者及び医療

関係者が安心して後発医薬品を使用することができるよう使用促進にかかる環境整備等

に関する検討を行うため、福島県後発医薬品安心使用促進協議会（以下「協議会」とい

う ）を設置する。。

（所掌事務）

第２条 協議会は、後発医薬品に関する次に掲げる事項を協議する。

（１）使用状況等の現状把握に関すること。

（２）理解の向上及び安心使用促進に当たっての諸課題の整理に関すること。

（３）理解の向上及び安心使用促進のための方策等に関すること。

（４）その他理解の向上及び安心使用促進に関すること。

（組織）

第３条 協議会は、１３名以内の委員で構成する。

２ 委員は次の各号に掲げる者のうちから、知事が委嘱する。

（１）医療関係団体の代表

（２）公的病院の代表

（３）医薬品卸売業者、医療用医薬品製造業者の代表

（４）消費者団体等の代表

（５）学識経験者

（６）その他の関係者

（任期）

第４条 委員の任期は、２年とする。

ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長）

第５条 協議会に会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 会長は、会務を総括し、会議の議長となる。

３ 会長に事故あるときは、委員のうちから予め互選された者が、その職務を代理する。

（会議の招集）

第６条 協議会の会議は、必要に応じ、会長が招集する。

２ 会長は必要と認めたとき、前項の会議に委員以外の関係者の出席を求め、その意見を

聞くことができる。

（庶務）

第７条 協議会の庶務は、福島県保健福祉部薬務課において行う。

（補則）

第８条 この要綱に定めるもののほか、協議会の運営に関して必要な事項は、会長が定め

る。

附 則

この要綱は、平成２０年１１月１８日から施行する。

この要綱は、平成２３年１月２８日から施行する。
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福島県後発医薬品安心使用促進協議会 委員名簿 
 

（任期：令和６年５月３１日まで） 

 氏名 所属 職名 

 仙波
せ ん ば

 哲雄
て つ お

 
 
一般社団法人福島県医師会 
 

 
常任理事 
 

 星野
ほ し の

 豊
ゆたか

 
 
一般社団法人福島県病院協会 
 

 
理事 
 

 阿部
あ べ

 崇
たかし

 
 
一般社団法人福島県薬剤師会 
 

 
常務理事 
 

 大場
お お ば

 康子
や す こ

 
 
福島県病院薬剤師会 
 

 
常任理事・福島支部長 

 黒田
く ろ だ

 純子
じゅんこ

 公立大学法人福島県立医科大学附属病院 
 
薬剤部長 
 

 長岐
な が き

 昇
のぼる

 
 
福島県医薬品卸組合 
 

東北アルフレッサ(株) 

薬事室長 

 東條
とうじょう

 賢治
け ん じ

 
 
一般社団法人福島県薬事工業協会 
 

 
理事長 
 

 川俣
かわまた

 知己
と も み

 
 
日本ジェネリック製薬協会 
 

 
副会長 
 

 石川
いしかわ

 美知
み ち

 
 
一般財団法人福島県婦人団体連合会 
 

 
副会長・理事 
 

 北村
きたむら

 貴志
た か し

 
 
公益財団法人福島県老人クラブ連合会 
 

 
事務局長 
 

 佐川
さ が わ

 京子
きょうこ

 
 
福島県消費者団体連絡協議会 
 

 
理事 
 

◎ 富田
と み た

 哲
てつ

 
 
国立大学法人福島大学 
 

 
教育推進機構 特任教授 

 遠藤
えんどう

 隆男
た か お

 
 
全国健康保険協会 
 

 
福島支部長 
 

 
（令和４年６月１日現在） 
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団　体　の　名　称 所　　　　　在　　　　　地 TEL･FAX番号
一般社団法人 ９６０－８１５７ 024-549-2198

福 島 県 薬 剤 師 会 福島市蓬莱町２丁目２番２号 024-549-2209

福 島 県 女 性 薬 剤 師 会 ― ―

９６０－１２９５ 024-547-1406
福 島 県 病 院 薬 剤 師 会 福島市光が丘１番地

公立大学法人福島県立医科大学附属病院内 024-547-1404
９６３－８８５１ 024-931-0012

福島県医薬品登録販売者協会

郡山市開成二丁目３３－５ 024-931-0012
一般社団法人 ９６０－２１５２ 024-594-1701

福島市土船字五反田１番地

福 島 県 薬 事 工 業 協 会
日本ベクトン・ディッキンソン(株)
福島工場内

024-594-1688

９６３－０５５１ 024-959-6723
福 島 県 医 薬 品 卸 組 合 郡山市喜久田町字松ケ作１５－１

東北アルフレッサ(株)内 024-959-6546
東 北 新 潟 歯 科 用 品 商 ９６０－８０４３ 024-522-2755

福島市中町６－１１

協 同 組 合 福 島 県 支 部 (株)後藤歯科商店内 024-522-4432
一般社団法人 ９６３－０１１７ 024-946-0189

郡山市安積町荒井二丁目３１３

福島 県医 薬品 配置 協会 レメディア田中１０３号 024-946-0192
一 般 社 団 法 人 日 本 医 薬 品 ９６０－０２４１ 024-555-3838
登 録 販 売 者 協 会 福島市笹谷字片目清水３０－４

福 島 県 支 部 024-555-2768
９６０－８０４３ 024-522-2655

福 島 県 農 薬 商 業
協 同 組 合

福島市中町５－２１

消防会館内 024-522-2777
一般社団法人 ９６０－１２９５ 024-548-1750

福島市光が丘１番地

福島 県臨 床検 査技 師会 福島県立医科大学附属病院　検査部内 024-548-1750
９６０－８１５７ 024-549-2198

福島 県献 血推 進協 力会 福島市蓬莱町２丁目２番２号

(一社)福島県薬剤師会内 024-549-2209
一 般 社 団 法 人 日 本 産 業 ・ ９６３－０７２５ 024-942-8731
医療ガス協会東北地域本部 郡山市田村町金屋字新家３４－１

医 療 ガ ス 部 門 福 島 県 支 部 024-953-3411
９６３－８０５２ 024-955-6110

福島県医療機器販売業協会 郡山市八山田４丁目９８番地

（株）メディカルネット内 024-955-6101
９６０－８０３５ 024-521-1448

福 島 県 温 泉 協 会 福島市本町４－１７（岩瀬ビル２階）

県旅館ホテル生活衛生同業組合内 024-522-3941
一般社団法人 　９６３－８０２５ 024-935-9750

　郡山市桑野三丁目１２番２号

日 本 保 険 薬 局 協 会 　（株）コスモファーマ内 024-933-7779

会 長 遠 藤 淳 一

会 長 長 谷 川 祐 一

支部長 渡 辺 明 宏

会 長 峯 修

後 藤 忠 久

会 長 佐 久 間 喜 重

支部長 橋 浦 希 一

会 長 山 寺 幸 雄

理事長 佐 藤 久 彰

支部長

渡 辺 剛

会 長 渡 邉 喜 四 郎

理事長 新 村 智 昭

理事長 福 井 学

藤　田　愛　里
都道府県
連絡

主担当者

薬　事　関　係　団　体　名　簿

（ 令和6年2月1日 現在 ）

代　　表　　者

会 長 長 谷 川 祐 一

会 長 志 岐 由 利 子

会 長
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